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○桜井主査 それでは、定刻になりましたので、これから公務員制度改革推進本部の、

そこに位置づけされます顧問会議、その中でワーキング・グループというものがありまし

て、皆さんご承知のように、大変きついスケジュールでございますけれども、その中でベ

ストを尽くして。やはり公務員制度改革というのは今後のいろいろな改善、改革というも

のには大変重要でございますので。ぜひこれからの日本を、より活力のある日本にしてい

くという意味で、公務員制度改革というものをどうあるべき、そして制度はどうあるべき

かということを、非常に広い範囲ではなかなか議論できませんけれども、我々ここのとこ

ろ詰めてディスカッションをしているという状況であります。 

 それで、きょうはぜひ現状の公務員制度というよりもむしろ公務員の人事制度全般にわ

たりまして、現在のそれぞれのご担当部門でいかがなものを人事制度の中の要素として、

どうそれを展開しているかというような実情をぜひ聞かせていただきたい。ちょっと時間

の都合で議論をするというＱ＆Ａまでできるにしても、本格的な議論をするというのは非

常に無理なので、できるだけ皆様方のご説明というのをお聞きして、それでその理解をぜ

ひワーキング・グループでしたいなというふうに思っておりますので。その後、ワーキン

グ・グループでいろいろとディスカッションしてきた人事行政及び、今度は人事局という

中でも人事を一元化して行っていく部門というものは一体どんな機能、役割というものに

集中していくのかということを、あとでフォローさせていただきたいというふうに思って

おります。 

 それでは、きょうは大体お手元の資料にも書いておりますけれども、最初に事務局のほ

うからきょうのヒアリングをさせていただくに当たりまして、その進め方も少々、それか

ら資料等々、関連資料の説明させていただきたいというふうに思っています。それから続

いて各省の方々に、幹部の方々本当にお忙しいところお集まりいただきまして本当にあり

がとうございます。ぜひ説明と質疑ということをさせていただこうというふうに思ってい

ます。 

 それでは、もう時間も非常に少ないもんですから、早速入りたいと思います。それでは、

事務局に関連資料の説明をしていただくようにお願いします。 

○岡本次長 それでは、まずお手元の資料のご確認をさせていただきます。まず資料１

でございますが、きょうご出席の関係府省の方々のヒアリングの調査票というのがござい

ます。その後に、きょうご出席いただいている方々からご提出いただきました関連する資

料ということで数種類ございます。まず、人事院様のほうの人事院の役割、それから総務

省人事・恩給局から出された資料、同じく行政管理局から出された資料、それから内閣官

房から出された資料。それから、国家公務員宿舎の、これは大きく理財局だと思いますが、

出された資料がございます。ご確認ください。 

 その後に資料２といたしまして、国家公務員の人事行政に関する機能及び人事行政に関

連する機能の性質等ということで、各府省ごとに出していただいた資料がございます。５

種類、６種類、７種類ですか、あると思いますので、それをご確認いただければなと思い
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ます。 

 その後に資料３でございますが、Ａ４横になっているかと思いますが、人事規則の体系

等ということで人事院規則の概要をまとめていただいた資料でございます。 

 次が資料４でございますが、こちらきょうのヒアリングのときに顧問委員の方々にご参

考までにということで人事行政に関する業務、関連する業務についての役割分担の現状と

将来の方向性の概要ということで、前回ご議論いただきましたようなＰＤＣＡ等、各職員

ごとにマトリクスを作らせていただいたということでございます。現状は私どものほうで

入れさせていただきましたが、今後の方向性についてはきょうのヒアリングなんかでお使

いいただければなというふうに考えて配布させていただきました。 

 きょうのヒアリングでございますが、今の資料に基づきまして各府省の方々に、時間配

分よろしくご協力お願い申し上げます。先ほど主査のほうからも申し上げましたが、時間

がございません。大変恐縮でございますが、総務省の人事・恩給局、行政管理局は20分、

内閣官房については10分、内閣府については10分、財務省について10分、人事院について

は30分ということでよろしくお願い申し上げたいと思います。 

 時間がまいりましたら、大変恐縮でございますが、こちらのほうから合図をさせていた

だきますので、ご協力ください。よろしくお願い申し上げます。 

 大変失礼いたしました、今時間を申し上げましたのは、ご説明とそれから顧問委員の方

からの質問ということでその時間ということでよろしくお願い申し上げたいと思います。 

 あと、資料５と６がございますが、これは後ほどまたご説明させていただきたいと思い

ます。 

 以上でございます。 

○桜井主査 それでは、早速各府省の方々にヒアリングをさせていただきたいというふ

うに思います。 

 とにかくＱ＆Ａと説明で10分とか20分とか30分、これは本当に論点を相当絞り込んでや

らないとまずいなということで、こちらからの重点的なお仕事の項目についてご説明いた

だこうというふうに。それに対して我々聞く側もできるだけその後簡単にということで進

めたいというふうに思います。 

 それでは、最初に総務省の人事・恩給局長、それから続いて行政管理局長にお話しいた

だきたいというふうに思います。どうぞよろしくお願いします。 

○人事・恩給局長 総務省の人事・恩給局長の村木でございます。説明のほうは座らせ

て。 

 それで、あらかじめお伺いしておりますところによりますと、この資料２を中心に説明

をするようにと、そういうことでよろしゅうございましょうか。 

○桜井主査 結構です。 

○人事・恩給局長 それでは、資料２を見ていただきたいと思います。ここに私どもの

業務の柱が書いてあるわけでございます。ご承知のとおり、私どもの局は人事行政の部分
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と恩給行政のほうの部分とに分かれております。 

 まず、人事行政の部門についてご説明をさせていただきますと。そこに書いてございま

すように、国家公務員制度の企画・立案、それから人事管理の方針、計画等の総合調整、

これが総括的な仕事でございますが、その下にずっと個別の分野ごとの分類が書いてござ

いますが。ざっと見ていただいて分かりますように、人事行政の部門におきましては、企

画、それからそれに伴ってケース・バイ・ケースのやり方でございますが、事前チェック、

事後チェックの機能があり、当然…… 

○岡本次長 局長、申しわけございません、ちょっとお待ちいただけますか。先生方の

資料が若干順番が違う箇所があるので、ちょっとお待ちいただけますか。確認した上で。

申しわけございません。 

○桜井主査 これＰＤＣＡ版とそれからもう１つあるでしょう。もう１つのそれね、２

種類あるはずなんだよね。ご説明のほうはＰＤＣＡ版でご説明いただく。 

○岡本次長 今はこのＡ４の縦の資料２ということを局長が使われておりますので。 

○桜井主査 どうぞ。結構です。 

○人事・恩給局長 よろしゅうございますか。今言った２つございまして、人事行政の

ほうについてまず申し上げますと。この表に書いてございますように、上の２つが基本的

な仕事、それから下にずっと書いてあるのが分野ごとの仕事ということでございますが。

基本的に私どもの業務は企画・立案を中心として、それに応じていろいろな形でチェック

をいたしますし、当然改善もやると。実施のところはほとんど空欄になっていると。これ

はなぜかと申しますと、基本的に実施は各省庁で組み立てた制度なり基本的な方針のもと

で各省庁でやるという公務員制度の人事管理の仕組みになっているからということでござ

います。 

 唯一人事行政の部門で実施が入ってございますのは２枚目のページのところの能率とい

うところで、啓発事業というのがございますが、ここで各府省の幹部職員や管理職員を対

象とした啓発事業の実施と、上から２つ目の実施で入って、要は指定職とか課長クラス

等々を対象にした啓発事業、セミナー等をやっていると。これは政府全体のいろいろな重

要課題について各省庁の共通認識を持っていただくとかそういう必要性があって、個別省

庁ではできないであろうということで私どもがやっているという位置づけになってござい

ます。 

 それから、一番最後のページでございますが、最後に恩給の話がございますが、恩給は

ここに書いてございますように、すべての公行為というかすべての仕事があると。ご承知

のとおり、恩給におきましてはこの実施部門、ここに書いています、今、恩給受給者100

万弱おりますので、そういう権利の裁定とか実施の業務もボリュームとしてはかなり大き

いという状況でございます。 

 それで、恐縮でございますが、ちょっと若干私どもの仕事についてイメージを持ってい

ただくために、資料１の人事行政関係府省ヒアリング調査票の下のほうに別刷りで、横長
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の資料でワーキング・グループご説明用資料ということで私どもの名前の入っているもの

があると思いますが、これをちょっとお開きいただければと思いますが。よろしゅうござ

いましょうか。 

○岡本次長 こちらの総務省人事・恩給局のタイトルが入っている資料でございます。

よろしゅうございますか。 

○人事・恩給局長 よろしゅうございましょうか。それで、ここに、もともとの事務局

の資料の依頼で３年間の実績ということで、ただいま申し上げました国家公務員制度の企

画・立案ということで例えばどんなことをやっているのかというのを簡単に整理したもの

でございますが。ここに書いてございますように、公務員の重要な勤務条件である給与法

等の改正、これは人事院勧告を受けた上でご承知のとおり法案化して国会でご審議をいた

だき成立をさせていただくということでやってきているとそういうことですが。私ども勧

告を受けて、それを単に受動的にやっているということばかりではございませんで、ここ

に書いてございますように、例えば給与の官民比較方法も見直しを人事院へ要請をすると、

これは国会でのご議論とかいろいろな世の中のご指摘を受けてこういうことをやっている

と。あるいは、今複線型人事管理ということで、公務員の在職期間の長期化というのが１

つの課題になっておりますので、そういうことを進めるためには、専門スタッフ職のよう

なものを作っていただきたいと。それで、その場合にどういうものが望ましいかというこ

とを関係省庁ともご相談をしながら、また人事院に要請をしていると、こういうこともや

っているということでございます。 

 それから、２ページ目を見ていただきたいと思いますが。その方針・計画に関する総合

調整ということで、たとえていえば、ここに一番上に書いてございますように、各省庁の

人事担当者あるいは官房長等を集めました会議におきまして、人事管理運営方針、人事管

理の基本的な制度の考え方というのを毎年決めていると。それで今申し上げましたように、

実施はそれに従って各省庁でやっていただくと。どういうことをやったかということを事

後的に報告をしていただくというようなことをやっておるわけでございます。 

 そのほか、このページの一番下から２つ目の○にございますが、中身として例えば人

事・労務担当官に対し、いろいろな公務員の関係で訴訟というようなものが最終的にござ

いますので、そういうものについてどういうぐあいに対応すれば公務員制度上適正かとい

うようなことをお知らせをするというようなものをやっております。 

 それから、最近非常に残念なことでございますが、不祥事ということがありました場合

は、その服務規律の確保を各省庁に要請をすると。あるいは社会保険庁でいわゆるヤミ専

従といいますか無許可専従というようなことが最近いろいろございましたが、ほかの省庁

についてもそういうことがないのかどうかというご指摘がございましたので、一斉点検を

各省庁に依頼してやったというようなこともやっているということでございます。 

 それから、個別の問題として、例えば３ページ目に書いてございますが、人事評価制度

の導入に向けた準備ということで、私ども来年度から新しい人事評価制度をスタートする
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ということで準備を進めておりますが、その人事評価をやるに際しましては、ここに書い

てございますように、試行というのを何回か分けてやってございます。それから、最終的

にはそういう試行を踏まえまして、改正法施行のための政令を作るというような作業もや

っているということでございます。この間、当然職員団体等とも話し合いながら、職員側

の納得の得るような制度の構築に務めているということでございます。 

 非常に雑駁ですが、私どもの仕事のイメージを持っていただくという意味でちょっとご

説明いたしました。 

 それから、要するに内閣人事局にいろいろな機能を移管するとした場合にどういう問題

があるのかというお尋ねもございまして、それにつきましては資料１のヒアリング調査票

というものがございますが、ここの28ページをお開きいただきたいと思います。よろしゅ

うございましょうか。ここに書いてございますように、統合したらいかなる問題が生じる

かとこういうことでございますが。ここに書いてございますように、私ども人事・恩給局

が今やっている機能を一体として移管されるということであれば、それが内閣人事局のも

とでできないのかというと、それは一体としてそれなりの権限、当然体制を整えてやると

いう前提であれば、特に大きな支障はないということでございます。ただ、内閣人事局の

機能や組織の全体設計に当たっては、単に私ども今総務省でやっているのをスポッと持っ

ていくということではなくて、幾つかの機能が有機的に編成されて、今私どもが担ってい

る機能がさらに有効に発揮されるというそういう全体設計の中で位置づけていただくと、

そういうものではないのかなというぐあいに思っております。 

 当然総務省としてのできた経緯から申し上げますれば、やはり総務省の各部局いろいろ

連携してやるようにということで今総務省という省の１つのもとに幾つの局が集まってい

るわけですので、そういう省内の連携という意味では内閣官房のほうに移れば、それはそ

れで少し弱くなるということはありますけれども、別に内閣官房に移ってできないのかと

いうことでは必ずしもないと思いますけれども。そういう総務省としての全体の機能とし

てどう考えるのかというのは別の問題としてはあろうかと思います。 

 以上でございます。 

○桜井主査 ありがとうございました。 

 それから早速質疑に移りたいと思うんです。 

○岡本次長 主査、すみません、行政管理局もございますので。 

○桜井主査 ごめんなさい。はいはい。それでは、どうぞ。 

○行政管理局長 行政管理局長の橋口でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 先ほどのＰＤＣＡの紙１枚でございます。それから、Ａ４の横の下のほうに総務省行政

管理局と書いてある資料があるかと思います。７枚紙でございますが。この２点でご説明

させていただきたいと思います。 

○堀江事務局参事官 失礼いたします。このＡ４縦長のほうは総務省行政管理局は今ご

説明のあった人事・恩給局と同じつづりの続きになっております。その次になっています。 
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○桜井主査 委員の方、大丈夫ですね。 

○岡本次長 よろしゅうございますか、先生方。 

 では、局長、すみません。よろしくお願いします。 

○行政管理局長 それでは、よろしくお願いいたします。 

 事務局のご指示によりまして、行政の機構、定員の審査につきまして、これをＰＤＣＡ

に区分するとどうなるかということでお示しさせていただいたものでございます。上から

ちょっとごらんいただきますと、プランのところでは、例えば中長期的観点から骨太方針、

行政重要方針等の方針の策定、あるいは毎年度の概算要求基準閣議における要求方針、あ

るいは審査方針の策定、こういったものがＰｌａｎとして挙げられると。 

 それから、その下のＤｏでございますけれども、定員合理化計画の策定、あるいは審査

そのもの、それから３つ目のポツでございますが、法令改正の協議・承認等々がＤｏに当

たるのかなというふうに思っておりましてこういう表を作らせていただいたということで

ございます。 

 事務局からは、それを内閣人事局で所掌する幹部職員等の定数の設定・改定に関してこ

の実施に関する事務を各府省等に担わせるということについてどう考えるか。また、一般

職員も含めて考えるというところについてはどうなのかといったようなお尋ねをいただい

ております。 

 これにつきましては、私どもが担っております行政の機構定員の審査というものと、そ

れから幹部職員等の定数の設定・改定というものがどのように関連してくるのかというこ

とで判然としないところがございますので、調査票に関するご説明をさせていただく中で

さらにご質問等があればお答えさせていただくということにさせていただきたいと思って

おります。 

 それで、もう１つの７枚つづりのＡ４横書きの資料をごらんいただきたいと思います。

１枚めくっていただきますと、総務省行政管理局の業務ということでございまして。行政

制度一般に関する基本的事項の企画立案を所掌し、下の○で書いております国家行政組織

法等、まさに行政運営の基本となる法律の制度の制定・改正、運用を行っているところで

ございます。 

 それでその次のページ、管理局が担う組織管理機能と書いてございますけれども。詳し

くは時間の都合でご説明いたしませんけれども、国の行政組織の設置に関しましては、こ

の１の国の行政組織、体系図に示してございますように、一連の法体系のもとに仕組まれ

ているということでございます。そして、各府省設置法等に規定された所掌事務を的確に

遂行するため、具体的官職が法律、政令等に基づいて設置されているということでござい

まして、その業務に応じて必要な定員が措置されているということでございます。 

 そこで、２の下のほうの箱でございますけれども、組織管理機能ということでございま

すが、行政管理局が担っております組織管理とは、このような一連の法体系のもとで行政

事務の分配と責任体制のあり方に関し、行政組織及びその運営を一体として管理する機能
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であるというふうに考えているところでございます。 

 その内容ということで書いてございますけれども。まず、行政需要。国の行政として対

応すべき業務、あるいはその業務量の精査をまずやる。そして、その業務を的確に処理す

るための体制、行政部内での事務の分配、責任体制、必要人員等の精査を行う。そして、

国の行政組織として最も効果的・効率的に業務を実施する体制を整備するということでご

ざいます。 

 それに加えまして、一番最後の行でございますが、国民本位の行政運営ということのた

めの公正性・透明性あるいは信頼性を確保するための共通的なルールの企画立案・調整、

こういったものを行って、効率的な運用となっているかを不断に見直しをしていると。こ

ういうものを組織管理機能であるというふうにとらえているところでございます。 

 それで、３ページでございますが。それで、ではどういう組織管理としての取り組みを

行ってきたかということをお示ししたものでございます。例えば一番上の機構審査、ある

いはその隣の定員審査ということに関しましては、スクラップアンドビルドの原則の徹底、

あるいは定員削減計画等に基づきまして、行政のスリム化・効率化を図りつつ、行政需要

に応じた組織の新設・改廃、定員の配分等を行ってきたところでございます。 

 あと、下に独法の関係、あるいは行政運営に係る共通制度、情報公開等々書いておりま

すけれども、このような取り組みを行ってきたということでございまして。私ども行政管

理局は人事管理の観点からの業務というものは行っていない。また、国家公務員の人事行

政を担っているものではないというふうに考えているところでございます。 

 それで、もう１枚、４ページをごらんいただきたいんですけれども。では、組織管理と

人事管理との関係はどういうことであろうかということでございますけれども、組織管理

の内容につきましては今申し上げたとおりでございますが、その一方で人事管理、一応右

の上の黄色の枠の中に書かせていただきました。公務に従事する職員の能力やその発揮度

に着目し、能力の育成・伸長、適材適所の人材配置、人材活用、公正な処分等を実施する

ことということでございまして。これにより能率的な行政運営を確保しようとするのであ

ろうというふうに考えているところでございます。 

 それで、これと組織管理とはよって立つ観点、あるいは果たしている機能・役割が異な

っているというふうに考えているということでございます。 

 その下に書いておりますけれども、業務に対応する組織・定員が確定した後に、最も適

当な人材を当てはまると、育成、確保し当てはめるというのが人事管理であろうと。 

 それとは逆に、その下の図にも示しておりますけれども、人事上のニーズから組織・定

員の新設・改廃が行われるということになっては、これは行政の肥大化を招くということ

になるのではなかろうかということでございます。 

 要するに、私ども組織管理は業務に対応して行っているものでございまて、人、人事に

対応して行われるべきものではないということでございます。もちろん組織マネジメント

ということでございますと、組織管理と人事管理とが関連するということは否定できない
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わけでございますけれども、その場合であっても渾然一体として行われるべきではなくて、

異なる観点、機能・役割を持つものとして組織管理と人事管理が一定の緊張関係を持って

行われるべきであるというふうに考えているということでございます。 

 例えばそこの…… 

○岡本次長 局長、大変申しわけございません。ちょっとお時間もございませんのでお

急ぎください。 

○行政管理局長 それから５ページ目では、組織管理機能を発揮する上で行政評価・監

視等との関係、これも密接不可分な関係を持っているということを書かさせていただいて

おります。 

 ということで、繰り返しでございますけれども、人事管理と当方が担ってきた組織管理

の機能とは異なるものであると。むしろ両者は一定の緊張関係に立つものであると考えて

いるということでございます。 

 それから、管理評価が担っている組織管理の中から機構・定員審査のみを切り出して移

管するというのは、やはり組織管理の機能を損なうことにつながるのではないかというこ

とを考えているということでございます。 

 ということでございまして、内閣人事局の事務とされております幹部職員等の定数の設

定・改定ということでございますけれども、この具体的内容が明らかにされていく中で、

当方としてもさらに検討させていただきたいというふうに考えているということでござい

ます。 

 以上でございます。 

○桜井主査 ありがとうございました。 

 それでは、本当に時間もかなりきついですが、一、二問、委員の方からどうぞ。 

○田中（秀）委員 この横長の紙について、人事・恩給局の局長さんにお伺いしたいん

ですが、基本的は話だけです。１つは、人事評価制度は人事・恩給局がすべてを所管して

いるという理解でよいのでしょうか。それとも、人事院とは関係があるのでしょうかと。

あるいは共同してやっておられるのか、その辺はどうされているのか。 

 それからもう１つは、給与の改定のところでご説明ありましたが、人事院勧告を踏まえ

て人事・恩給局が給与法の改正をされているということですが、職種別の給与表というの

は、すみません、余りにも素朴は質問で恐縮ですけれども、あの給与表は一体だれが決め

ているのですかという２つの質問です。 

○人事・恩給局長 では、ちょっと後ろのほうから。２つ目のというか、職種別の給与

表というのはいろいろ医療とか海事とかそういうことをおっしゃっている、これは給与法

で法律事項になってございます。それを改正したりする場合は人事院勧告を受けてやると

いうことになってございます。 

 ２番目はそれでよろしゅうございましょうか。 

○田中（秀）委員 総務大臣が決めているということですか。 
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○人事・恩給局長 法律ですので、我々総務省の所管法律でございます、給与法は。そ

れから、最終的にはもちろん国会でご審議をいただいて決めているということで。我々が

人事院勧告を受けて提案をして、俸給表、国会でご審議をいただいて、成立したら成立を

すると。法律の所管は我々ですということでございます。 

 それから、人事評価制度でございますが、人事院と共同作業をやっているところはござ

いますが、人事評価の仕組みそのものはいわゆる人事院との関係でいうと、使用者側の責

任でやっているものであろうというぐあいに我々は思っております。そういう意味で施行

のリハーサルとかそういうことは私どものほうで主体的にやっておりますし。 

 それから、次の今のブルーのページの４ページ目に今後の話も書いてございますが、人

事評価の基準、方法等に関する政令、標準職務遂行能力、採用昇任等基本方針、こういう

のは一応政府側として決めるということでやっております。人事院のほうでもし補足があ

ればどうぞ。 

○桜井主査 それでは、どうぞ。 

○総括審議官 人事院は政令を定められますときに人事院の意見を申し上げるという仕

組みになってございます。 

 それから、例えば任用ですとか給与にその評価の結果を活用していくというその基準に

ついては人事院の方で作成させていただくという関係になってございます。 

○桜井主査 どうぞ、小山さん。 

○小山委員 このヒアリング資料の調査票の26ページと27ページ、あるいは28ページに

絡むところです。総務省人事・恩給局の仕事の中に、人事政策にかかわる企画立案業務と、

恩給にかかわる業務の２つがあるわけですが、例えば、これを切り離して、人事政策の企

画立案にかかわる業務だけを移管するということにした場合、どういう問題が起きるので

しょうか。 

○人事・恩給局長 今おっしゃったのは、人事行政の部分と恩給行政の部分とを切り離

してという、それとも人事行政の中のまた企画立案だけをというそういうことでしょうか。 

○小山委員 そこは、人事行政全体ということで考えていいかと思います。 

○人事・恩給局長 分かりました。それはですね、ご承知のように、経緯からいえばも

ともと省庁再編の前は人事局というところと恩給局というところとに分かれていましたの

で、それは端的にいうといろいろな措置をすればできると思います。ただ、実務的にはい

ろいろ問題が、先ほど恩給については権利の裁定をやると申し上げましたが、これは人

事・恩給局長が、従前恩給局長でございます。局長がやるということになっているんです

が、例えば人事・恩給局の人事分を持っていたときに新しい局が今の時代でできるのかど

うかと。そうすると、そういう裁定はじゃあだれがやることになるのかなとか、実務的に

はかなり詰めないといけないと思います。それから、当然いろいろな政治的な方面との調

整というかそういう業務もございますので、そういうのをどうやればいけないかというこ

とは考えないといけないと思いますが。機能として分けてできないのかというと、それは
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理論的にはできるというぐあいに考えております。 

○小山委員 ありがとうございました。 

○桜井主査 ありがとうございました。まだいろいろと質問されたい方もいらっしゃる

だろうし、この辺で時間がありませんので、次に移らせていただきます。 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして内閣総務官室のほうから10分以内ということで、Ｑ＆Ａまで含め

てやりたいと思います。よろしくお願いします。 

○内閣審議官 内閣総務官室で人事を担当しています内閣審議官の原でございます。ど

うぞよろしくお願いします。 

 調査票の40ページと41ページをごらんいただきたいと思います。まず、総務官室の仕事

についてご説明を申し上げます。調査票の40ページでございますが、組織令では、閣議事

項の整理その他内閣の庶務ということが私どもの大きな仕事でございまして、その中で、

これは法律なんかの閣議決定とかもございますが、そういった一般案件以外に人事案件と

して幾つかあるということでございます。 

 このことを分かりやすく理解してもらうために参考資料、平成20年11月12日づけのこの

資料が、縦長のものをお配りしておりますけれども、これは初閣議において閣僚に、閣議

ではこういうような案件を諮りますというものを整理してお配りしたものでございます。

この中に人事関係というのがございまして、これを見ていただきますとイメージを持って

いただけるのではないかと思います。 

 これらにつきまして、主にこちらのワーキング・チームとの関係あるものをまとめます

と３つございます。１点目は、調査票の真ん中のところの表に書いてございますように、

次官・局長等の任免の内閣承認に係る庶務手続でございます。別途今申し上げましたこの

資料の２ページ目に平成12年の閣議決定がついてございますけれども、これに基づきまし

て、各省の次官・局長等の任免に当たっては、内閣承認の閣議決定を行うということでご

ざいます。 

 また、この資料の４ページ目でございますが、特に各省の次官・局長等については内閣

承認人事のうちのそういったものについては、閣議人事検討会議という官房長官をヘッド

にした内閣官房副長官３人を入れた４人で合議でこの承認の審査をしております。これは

法律等に基づく根拠はございませんけれども、平成９年より内閣官房長官の発案で行われ

ている仕組みでございます。 

 それから、２点目が国会同意人事に係る庶務手続ということで、調査票に戻っておりま

すけれども、これについても、ほとんどが任命権者が各省大臣でございますけれども、各

省大臣で人選をしたものについて国会等の窓口として内閣総務官室のほうで案件を整理し

て閣議にかけた上で国会に提示をしているといったことでございます。 

 それから、３点目が認証官人事に係る庶務手続ということで、国務大臣、副大臣、ある

いは最高裁判所の判事など、いわゆる天皇が認証するもの、こういったものについて庶務
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手続をしているところでございます。 

 また、一番下にございますように、その他内閣の庶務ということで、これは人事に関連

する機能と理解しておりますけれども、例えば全省を挙げて取り組む必要のある人事政策

的課題、早期退職慣行是正とか、府省間人事交流、こういったようなものについて総務省

とともに内閣の庶務という形でこちらも一緒になって取り組んでいるということでござい

ます。 

 それから、調査票の２ページ目でございますが、いかなる問題が生じるかということで

ございますが、２点ございます。１点目は、内閣運営が円滑かつ効果的に行われるように

するということが大事であると。具体的な問題として例として挙げましたのは、内閣が発

足する際に総理の任命とか大臣の任命、それから初閣議の開催まで非常に極めて短時間に

処理をしなければいけない。したがって、人事案件は別のところでやってそれ以外の一般

案件はまた別のところでやるというようなことが、仮に分けた場合でもきちんと連携が確

保されて、きちんと処理されるということが非常に極めて大事だろうと。 

 それから、今のは非常に個別的な話でしたけれども、例えば毎週２回閣議が行われます

けれども、当然毎週２回のそれぞれの閣議には人事案件もあれば一般案件もたくさんあり

ます。そういったものを前日までに資料を整えて総理まで決裁をとる、あるいは説明をす

る、こういうことを日々行っておりますので、そういったものがやはりきちんと行われる

ということが大事だろうということが１点でございます。 

 それから２点目は、これは問題というよりも留意すべき点ということで、かねてより総

理・官邸のリーダーシップの発揮ということが言われておりますので、そういったことも

きちんと確保されるということが必要なのではないかと思います。 

 最後に、問題を解消するための措置でございますけれども、先ほど言ったような、内閣

の円滑な運営に支障を来たさないという観点から、内閣官房内において内閣総務官室と内

閣人事局の間で適切な役割分担というものが行われ、かつ緊密な連携が図られるというこ

とが必要ではないかと考えているところでございます。 

 以上です。 

○桜井主査 ありがとうございました。 

 それでは、質問をお願いします。１問ぐらいでいただきたいと思いますけれども。 

 人事局へのもし移管というふうになると、今最後にお話しされました、結局人事案件と

その他の案件があると。この辺を分離するということは可能なんですかね。 

○内閣審議官 基本的には分離はもちろん、案件が別でございますから可能であります。

ただ、円滑な運営ということにぜひご留意いただきたいということでございます。 

○桜井主査 はい。 

 ご質問あります。 

 それでは、お願いします。 

○中野委員 総理大臣官邸の管理運営と書いてありますが、これは具体的に何をやられ
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ておられるのですか。 

○内閣審議官 内閣総務官室の組織にはその下に総理大臣官邸事務所というのがござい

まして、この46人の人数には入っておりませんけれども、相当数としてございまして、い

わゆる官邸のいろいろな運営ですね、維持管理、それをやっております。人事政策をやっ

ているところではございませんので、人数からは省かせていただいておりますけれども。 

○桜井主査 それでは、なければ、次に移らせていただきたいんですが。 

 それでは、どうも審議官、ありがとうございました。 

 それでは、次に、内閣府官民人材センター準備室長にお願いいたします。 

○官民人材交流センター及び再就職等監視委員会準備室長 内閣府の官民人材交流セン

ター及び再就職等監視委員会の準備室の室長をしております小林でございます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 資料のほうはお手持ちのＰＤＣＡの調査票、２枚になっておりますが。官民人材交流セ

ンター等という形で書かれておりますけれども、それを中心にご説明させていただきたい

と思います。 

 今申し上げましたように、私ども今準備室ということでございまして、まだ官民人材交

流センターも再就職等監視委員会も設立をされておりません。現在設立に向けての準備を

進めているということでございますので、当然これまでの実績等についてはございません

ので、これから立ち上がるそれぞれの組織の機能についてご説明をさせていただきます。

ということにさせていただきます。 

 お手持ちの資料のほうでございますが、機能の類型というところで書かれておりますけ

れども、私どものほうの機能といいますのは、もともと職員の退職管理に関する内閣総理

大臣の事務のうち、ここにあります離職後の就職の援助、それから官民人材交流の支援、

これが官民人材交流センターの機能になります。それから、再就職等監視委員会のほうで、

再就職等規制違反の調査、それからその規制の例外の承認という、それぞれの実施の事務

について内閣総理大臣から権限を委任を受けてここで行うということになりますので。大

きい意味でいいますと、実施官庁といいますか、Ｄｏの部分が中心になるのかなと思いま

すが、ちょっと私どものそれぞれの機能の類型に従って、あえて事務をＰｌａｎからＡｃ

ｔｉｏｎまで分けさせていただきましたので、ちょっとご意向に沿っているかどうか分か

りませんが、整理をさせていただいております。 

 具体的な中身でございますが、離職後の就職援助、これにつきましては各府省による公

務員の退職のあっせん、これを全面禁止するという形にしまして、それにかわって中立的

な官民人材交流センターが一元的にその専務事務を行うということになっておりますので、

Ｄｏの部分でございますけれども、再就職支援の実施ということで実際のあっせん、ある

いはそれに伴う事務としまして、職員へのカウンセリングや求人開拓等を行うということ

になっております。それに伴いまして、ＰｌａｎとかＣｈｅｃｋ、Ａｃｔｉｏｎというも

のが一連の流れとしてそこに書かれているようなことになるのかなと思っております。 
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 それから、官民人材交流の支援でございますけれども、これはセンターが直接何か制度

を持つということではなくて、こちらも実施の部分でございますけれども、官民人材交流

の促進が図れるように支援業務を行うという位置づけでございます。 

 それから、Ｄｏの部分にございますが、当面私どものセンターのほうで実施を予定して

おりますのは、各府省が行う採用に関する情報の提供や、公務員制度あるいは政府の業務

について民間企業への広報活動と、そういった支援活動を行うという形になっておるとこ

ろでございます。 

 それから、一方、再就職等監視委員会の関係でございますが、これは今回の改正法の施

行に伴って導入されます再就職に関する行為規制でございますけれども。その監視機能と

いうことで委員会が設けられております。 

 具体的な中身としましては、そういった規制行為の違反のおそれがあるというようなも

のにつきまして、監視委員会がみずから、あるいは各省庁に指示をして調査を行うという

ことでございます。 

 さらに、その調査の結果を踏まえて、必要に応じて措置の勧告を各任命権者に行うとい

う機能でございます。 

 そういうことでございますので、監視委員会自体は各省から独立した中立的な第三者機

関ということで別途も受けられているという形になってございます。 

 それから、あわせて再就職等監視委員会の機能としまして、今申し上げました規制の例

外の承認というのがございまして、一連の行為規制のうち、特別の事情等があって公務の

公正性を損ねるおそれがないというような場合については、再就職等監視委員会の承認を

得れば行うことができるという形になっておりますので、私どものほうとしましては、そ

の公務の公正性の確保の観点というところを見ながら、これが適切に実施されるように承

認申請の内容をチェックしつつ、承認事務を実施するというような形になっておるところ

でございます。 

 それで、お手元の調査票のほうの、これは35ページのほうになりますけれども、官民人

材交流センターでございますが、今申し上げましたように、各省の人事の一環としての再

就職あっせんから切り離した形で中立的な官民人材交流センターが一元的に行うという形

をとっておりますので、センター自体は比較的中立性の高い内閣府に置くとした上で、さ

らにセンターの事務そのものにつきましては、官房長官をセンター長として、いわゆるラ

インの事務次官等の所掌からは除外されているという形で設けられています。今申し上げ

ましたように、人事の一環としての再就職あっせんを避けるということで各府省等の予算

や権限から独立した中立的な仕組みを行うことを設けるというふうにしたというところで

ございます。 

 内閣人事局との関係でございますけれども、具体的な内閣人事局の機能なり所掌という

のはちょっと私どものほうまだよく承知をしておりません、これから検討されるのかと思

いますが、分からない部分がございますけれども。各府省の幹部人事にかかる事務を行う
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ということかなと思っておりますので、そういった内閣人事局において職員の再就職支援

もあわせて行うという場合には、先ほど申し上げました再就職の支援自体が人事の一環と

して行われているのではないかという疑念を生じるおそれがあるのかなということを考え

ておりますので、その辺の配慮が必要なのではないかと思っております。 

 それから、再就職等監視委員会のほうでございますが、これは38ページのほうにござい

ますが、こちらも組織上は合議制の第三者機関ということで、委員については国会の同意

を得て任命するという極めて独立性の高い機関という形で置かれております。これは再就

職等規制の違反に係る調査の客観性とか公正性を担保するためということで、これは規制

がＯＢの職員あるいは現職の職員あるいは各府省にも係るというような形になっておりま

すので、そういったところから独立した第三者的な立場で調査を行う体制を作る必要があ

るということでございます。 

 それから、先ほどの例外に係る承認の運用につきましても、国民の目から見まして信頼

を十分確保する必要があるということで、これも各府省から切り離した合議制の第三者機

関で審議するという仕組みを設けているというところでございます。 

 したがいまして、先ほどのセンターと同じでございますが、各府省の幹部人事等に係る

事務を行う内閣人事局で行うということにしますと、調査の客観性、公正性の担保とか、

再就職等規制の例外に係る承認制度の運用に対して国民の信頼の確保という点で問題が生

じるのではないかというふうに考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

○桜井主査 ありがとうございました。 

 それでは、一、二問、どうぞ。ご質問ありましたらどうぞ。 

○田中（一）顧問 確認なんですが。施行令とかあるいは同意人事の事務は、そこでや

ってらっしゃるということですか。 

○官民人材交流センター及び再就職等監視委員会準備室長 はい、そうでございます。 

○田中（一）顧問 はい。わかりました。 

○桜井主査 ほかにございませんか。 

 では、金丸さん、どうぞ。 

○金丸委員 定員が47人と書いてあるんですけれども、これは今47人いらっしゃるんで

すか。 

○官民人材交流センター及び再就職等監視委員会準備室長 今、これは立ち上がった場

合に47人ということで。 

○金丸委員 今は何名いらっしゃるんですか。 

○説明者 現在２名ないし３名ぐらい欠員になっておりますが、四十四、五名ぐらいの

人数です。 

○金丸委員 四十四、五名もいらっしゃるの。そうなんですか。あれですよね、きょう

の本題じゃないかもしれませんけれども、私の認識だと、この再就職に関する新しい制度
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について、運用も含めて、従来は官の側に余りノウハウが十分にないので、新しい新天地

の開拓等を考えたときに、外部の有効活用ですとかアライアンスであるとかというのが非

常に重要だという議論がセンター懇であったんですけれども。だから、今後についてコン

パクトで効率よい運営を考えたときに、外部の有効活用というようなものも当然ながら今

そういう作戦もお考えだということでよろしいですか。 

○官民人材交流センター及び再就職等監視委員会準備室長 はい、求人開拓その他の業

務につきましては外部委託をというふうに考えた次第で。 

○金丸委員 今45人もいらっしゃるとは私は想像だにもしておりませんでしたけれども。

それは蛇足ですが。 

○官民人材交流センター及び再就職等監視委員会準備室長 地方の支所の人数も含めて

の人数。 

○金丸委員 もう支所もいらっしゃるんですか。はい、分かりました。 

○桜井主査 ちょっと私１つ。先ほど人事局に移管をした、あるいはその人事局との関

連で、もし人事局が業務を扱うとすると、人事の一環としての交流ということになるので

はなかろうかと。その人事の一環としてと、特にどういうことを問題視というか疑問視と

いうか課題視をしていらっしゃいます。 

○官民人材交流センター及び再就職等監視委員会準備室長 具体的にちょっと内閣人事

局のほうでどういうかかわり方をされるのかというのがちょっと今の段階で分からないの

でちょっと仮定の話になるかと思いますが。少なくとも幹部の人事管理に関する事務を人

事局のほうで行われるというふうに承知しております。 

 センターを作りました趣旨というのが、いわゆる各省庁の人事の一環で、予算や権限を

背景にして職員の再就職を押し付け的にやっているのではないかということを避けるため

に、そういったものから切り離した中立的なセンターというところで独自にといいますか、

別途独立的にやりましょうという形になっておりますので、人事局のほうで仮にそういう

人事に係るような事務をやるとなりますと、そこのところで若干疑念が生じるおそれがあ

るのではないかということでございます。 

○桜井主査 はい、分かりました。ちょっと議論をするひまがありませんので。承知い

たしました。 

 それでは、大変ご説明ありがとうございました。 

 それでは、次にまいらさせていただきたいと思います。 

 財務省主計局次長、そして理財局次長の方々にひとつご説明いただきたいと思います。

よろしくお願いします。 

○主計局次長 財務省主計局次長の木下でございます。よろしくお願いいたします。座

ってご説明をさせていただきます。 

 ご説明したいことは、資料１の43ページ以降にかなり書き込んだつもりでございますの

で、こちらを見ていただければと思います。よろしゅうございましょうか、43ページでご
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ざいます。 

 まず、一番上の組織の名称等はちょっと省略いたしまして、下の四角、機能、実績、重

要課題と書いてあるところですが、まず、給与共済課の給与というのはまさに国の予算の

うち給与に係る部分の編成事務の総括、すなわち国庫大臣としていわゆる予算の調整を行

う、俗に言う査定機能というのですか、給与に係るそういう機能を持っているわけでござ

います。 

 もう少し具体的に分かりやすく申し上げますと、例えばロのところで、国庫大臣として

給与単価の決定プロセスに関与と書いてありますが、例えば昨年人事院から出された人事

院勧告について、その扱いをめぐって給与関係閣僚会議で複数の閣僚が集まって議論した

わけですが、財務大臣からはこういう厳しい財政事情ですので、人件費抑制の観点から、

人事院勧告の実施については慎重にやってほしいということをかなり強く申し上げて、結

果的にはいろいろな点が考慮されて、人事・恩給局のほうでは指定職についてのボーナス

の改善を見送られるというような決定がなされております。具体的にいえば例えばそんな

話でございます。 

 それから、○の２つ目に書いてあります話は、いわゆる骨太2006でございます。これは

ご承知のように、プライマリーバランスを2011年度までに黒字化するという政府の目標が

あるわけですが、その中に例えば今後５年間の歳出改革ということで、国・地方を通じた

人件費を2006年度を発射台として、2011年度までに自然体伸びから約2.6兆円削減すると

いうようなことが決まっているわけでございますが、そういうものについて、予算への適

切な反映を行っていくというようなことでございます。 

 それからあと、旅費と共済については、今申し上げたような国庫大臣としての調整機能

を果たしていることに加えまして、この２つについてはここに書いておりますように、制

度の企画立案機能を持っておるということでございます。 

 それから次が、44ページの下の部分でございますが。これをすべて統合した場合にどう

いう問題が生じるかという点についてでございますが。ここに書いてございますように、

予算編成というのは国庫大臣の権能、機能でございますので、まさに、３行目ぐらいです

が、国庫大臣の予算調整というのは今申し上げた給与とか共済に限らないで、例えば年金

ですとか公共事業とかすべての分野の経費に共通する作業でございます。具体的には、各

分野の執行の実態を踏まえて、例えば適切な積算、単価×必要数量となっているか、こう

いうものを精査しております。 

 したがって、そこは給与、年金、公共事業なんであろうとそこは共通の国庫大臣として

の仕事だと理解をしております。 

 また、ここに書いてございますように、予算の執行の実態を把握して、それを適切に予

算への反映を図るというようなことを考えております。 

 ということをやっておりますので、したがいまして、こうした国庫大臣としての機能を

この部分だけ他の機関に分掌するということについては我々としては適切ではないという
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ふうに考えております。 

 それから次の44ページの下の○は、ここで今議論されているのは、行政機関の職員につ

いてのご議論だろうと思うんですが、そこからはみ出した部分を担当しているということ

を一言で言えば申し上げてございます。45ページでございますが。例えば旅費制度につい

ては、行政機関の職員のみならず、ここに書きましたような自衛官、国会職員等々すべて

を対象としております。それから、共済の制度も同様でございます。 

 したがって、こういうふうに多数の機関にまたがる制度の所管を一元的にやっておりま

すので、これが複数に分かれるというのはむしろ我々としては非効率の面が多いのではな

いかと考えております。 

 一番最後の星印はやや付随的な論点でございます。共済については費用労使折半、ここ

でいう労は我々公務員、使は国でございますが、これを運営しておりますけれども、その

全体の運営を内閣人事局のもとに置くということになりますと、これは使用者機関の監督

のもとに、言葉は悪いですけれども、一方的な監督のもとに置くということになりますの

で、やはり共済組合制度の基本的な考え方になじまないのではないかなということを書い

ております。 

 一番最後でございますが、解消するためにはどのような措置がということについては、

繰り返しになりますが、国庫大臣の権能はぜひ一元化をしておいていただきたいと。 

 それから、○の２つ目にございますように、やはり行政の効率化という意味では所管の

一元化ということもぜひご考慮いただきたい等々、繰り返しになりますが、そういうこと

を書いてございますので、よろしくお願いいたします。 

○桜井主査 ありがとうございました。 

○岡本次長 すみません、理財局。 

○理財局次長 理財局次長の中村でございます。座ってご説明させていただきます。 

 お手元の調査票の46ページを見ていただきたいと思います。理財局は今宿舎行政を担当

しております。担当しているところは国有財産調整課というところで、定員33名と書いて

おりますけれども、ここは宿舎のほかに庁舎も担当しておりまして、33名中宿舎を担当し

ておりますのは課長を除いて９人でございます。ただ、ご存じのように、宿舎は47都道府

県すべてにありますので、財務局、財務事務所の職員、これは宿舎を担当しておりますの

は大体240名強でございます。そういった方々と一緒に一体となって宿舎行政を運営して

いるところでございます。 

 47ページのところに２つ目の箱に書いてございますけれども、時間もございませんので

ポイントを絞って３つ申し上げたいと思います。 

 １つは、今宿舎行政の課題は骨太2006に基づく資産債務改革の中で、移転再配置計画と

いうことをやっておりまして、地価の高い都心部等に所在するもの、あるいは老朽化、法

定容積率の使用が低いものを移転集約化して、跡地を生み出して、宿舎、庁舎あわせて約

1.5兆円の売却収入を得るということをやってきております。 
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 したがって、国有財産全体の有効活用という観点から宿舎行政が行われているのが１点

目でございます。 

 ２点目は、宿舎行政の対象は行政府の職員のみならず、先ほど言いましたように、自衛

隊も入っていますし、実は独法職員も入っていますし、それから立法府の職員、それから

裁判所の職員、裁判官を含めた対象となっております。現実に約８万8,000戸合同宿舎が

ございますけれども、合同宿舎の中では隣の人は国会の人、あるいは隣の人は裁判所の人

ということがあるわけでございまして、それを切り分けることは非常に非効率なことにな

ると思っております。 

 ３つ目は、最初人のことを申し上げましたように、宿舎行政は現実に宿舎の設置要求が

あったときに、ではどこに空いている宿舎があるのか、あるいはどこに宿舎が建てられる

国有地があるのか、あるいは土地があるとしても、そこの自治体がどういう態度を、宿舎

に対してどういうビヘイビアをとっているのか、あるいは周辺住民はどういう動きをして

いるのかという、現場を踏まえた判断をせざるを得ません。したがって、地方まで含めた

一体的な行政がないと非常に非効率になるというふうに考えております。 

 以上、３点まとめてみますと、48ページの下の箱に書いてございますけれども、国有財

産全体の有効活用を図るという観点から、庁舎や未利用地とともに国有財産行政全体の中

の一部として位置づけ、不要な国有地の売却を含め、国有財産全体を一体的に管理処分及

び調整することが必要であるというふうに我々は思っております。 

 以上でございます。 

○桜井主査 ありがとうございました。 

 それでは、質問をお願いいたします。 

 どうぞ。 

○中野委員 すみません、国庫大臣として給与にかかわるというふうに書いてあるんで

すけれども、具体的にどういう考え方でかかわるのか、その方針みたいなものを示したも

のを何か出されて。余り見たことないんですけれども。そういうものがあるのかどうかと

いうのと。 

 ここの43ページには編成事務の総括、それから給与関係閣僚会議に関与、それから級別

定数のプロセスへの関与と３つ書いてあるんですけれども。その総括表の、資料２の予算

のうち給与にかかわる部分のＰｌａｎについては何も書いてなくてＤｏだけ書いてあるん

ですけれども。この３つの事務を見るとわりかしＰｌａｎにも関連しているように思うん

ですけれども。そこら辺はどういう解釈なのか教えていただければと思います。 

○主計局次長 まず、例えば基本的な方針につきましては、今人件費につきましては先

ほどちょっと早口で申し上げましたけれども、骨太2006にいろいろ細々と書かれているの

ですけれども、それが基本的な方針となっております。 

 それから、資料２との関係。給与については、人件費、特に給与についてはその制度部

分は人事院あるいは人事・恩給局がやられているので、そこは国庫大臣としての役割しか
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残っていないので、チェックのところにだけ書かれていると。旅費や共済についてはそう

じゃないので全部のところに言葉が載っていると、そういうことでございます。 

○桜井主査 ほかにいいですか。これ企業でも非常に難しい点なんですがね、要するに

人事予算。人事予算絶対額での予算ということもあり得るけれども、やはり人件費効率と

いう点から、だれが人件費効率というのをきちっと定めて、そしてそれを具体的に実現す

るというのを、企業でいえば事業計画、単年度事業計画、中長期事業計画。そういうとこ

ろを展開するんですけれども。企業でいうと経理部門で、お国の場合だと財務省主計局さ

んが相当なキーになっているはずなんですよね。 

 そうすると、人件費効率なりあるいは絶対額の人件費というものを予算上でこう決める

といったときに、それを実現する手段として総務省の組織あるいは人事院の給与あるいは

給与レベル各ポストにおける、そういうものの相対で扱っていかなきゃいけないんでね。

そうすると、財務省主計局さんのところでどの辺までね。先ほど閣議の話がありましたけ

れども、閣議のところで大枠大筋ということを決めて、あとは任せるという方法なんです

か、各府省さんに。そのポストの数であってみたり定員であってみたり、あるいは実際の

人件費がとてもだめだとすると、実際に各府省の効率化という面でもそういうものは任せ

る方向なんですか、それともかなりそこには入っていくんですか。 

○主計局次長 ケース・バイ・ケースなんでございます。分かりやすく申し上げますと、

繰り返しになってしまうかもしれませんが、先ほど申し上げた骨太2006で、今度５年間、

2006年度から11年度までに自然体の人件費の伸びが５兆円ぐらいあるわけですが、それを

2.6兆円下げるということを閣議で決めたときには、これは国と地方を通じての話ですが、

まず給与単価をどうするかということも考えなくてはいけないし、定員をどうするかとい

うことも考えなくてはいけない。それから、地方について、地方公務員としてどうしてい

ただくかということも考えなくてはいけないので。それはまさに総務省さん、それから旧

自治省さん、行政管理局さん、いろいろなところと協議しながら、最後は内閣の名前で出

すわけですけれども。かなりそこは議論をしてこういう数字を作っていくわけです。 

 それがまたプライマリーバランス2011年度黒字化との整合性の意味でどうか、ここはま

さに我々一番やらなくてはならないことだと思いますけれども。そういうことを例えば給

与共済課は主計局の中で全部担当してやったと。１例を挙げれば例えばそんなかかわりご

とでございますので、すべてをお任せするというわけでもないですが、すべて決めるわけ

でもない。 

○桜井主査 やはり多分大枠だけで済む話じゃなくて、具体的にどういう手段で定数定

員、それから効率化、あるいは昇格昇給、そういうのをどういうふうな具合で実施してい

かないとこれは達成できないというのはかなり議論をしていかないと、調整をしていかな

いといけないマターですよね。 

 そういう角度から考えたときに、それに関係する、要するに人事、人件費、効率という

ものが一体化したとすると、かなりその辺は１つの部門の中で密に連絡をとりながら調整

19 



しながらということが考えられると思うんですがね。 

 だけれども、先ほどおっしゃいましたように、予算というのは何も人件費だけじゃない

んだとか、それから人件費の中でもいろいろあるんだというようなことがありますよね。

そういうところをひとつ切り離して、むしろ適切な人件費あるいは人件費効率というもの

を出していくという視点に立ったらどうなんでしょうかね。 

○主計局次長 適切なお答えになっているかどうかあれですが、非常に誤解を恐れずに

言えば、人事院さんなり給与については、人事院さんなり人事・恩給局さんというのはや

はり例えば公務員の処遇の改善とか、そういうことは非常に強く念頭に置かれていると思

いますが。我々も別にそれを無視しているわけじゃないですが、むしろ我々の立場として

は、人件費の抑制という観点から議論させていただきますので、おのずと立場が違います

ので、意見が対立することある、そんなことなんだろうと思うんですけれども。 

○桜井主査 そういう対立するのはいっぱいあると思うんですね。それをいかに解消し

ていくかということがこの人事局あるいは新しい人事制度、そして人事局というところに

かなり盛り込まれなきゃいけないと思うんですね。はい、分かりました。 

 ほかにご意見ありますか。 

 どうぞ。 

○川戸顧問 今ので言うと、窓口が一本化されればやりやすいと、相手として。 

○主計局次長 窓口。 

○川戸顧問 相手としてね、内閣人事局が１つできて、そこが全部給与関係の…… 

○主計局次長 やって、そこが主計局と議論するほうがやりやすいかというご質問です

か。 

○川戸顧問 はい。 

○主計局次長 どうですかね。 

○川戸顧問 私たちは普通そう考えるんですけれども、どうでしょう。 

○主計局次長 そうですかね。ちょっと何ともですね。いや、２人より１人相手にした

ほうがやりやすいのではないかというところはそうなのかもしれませんが。ただ、何と言

うんですか、裁判ではないですけれども、いろいろな立場の人がいろいろ言い合うことに

よって正しい結論が出るということもあるのだろうと思うのですね。そういう面は別にこ

の話に限らず、裁判でも何でも同じだと思うのですけれども。 

○桜井主査 理財局次長には何かご質問ありましたら。 

○金丸委員 公務員宿舎のところでご質問したいんですけれども。これＰｌａｎとＤｏ

のところに、財務省のお立場でコストの制約があって、有効活用するプランニングを立て

ると仮にしても、その後Ｄｏのところで宿舎の設置と書いてあるんですけれども、これも

財務省理財局で例えばどこかで宿舎を建てるとなると、入札をなさって、例えばそこから

先のＤｏは国交省に任せるとかそういうことじゃなくて、ご自身の組織でやってらっしゃ

るんですか。 
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○理財局次長 先ほど申し上げたように、地方の財務局、財務事務所がございます。そ

こで入札の事務をやっております。それから、結局建てるのは各民間の建設会社ですけれ

ども、その入札事務をやっています。それから市町村との交渉、地元住民との折衝等みん

な財務局でやっております。 

○金丸委員 国交省に頼むとかいうのはないんですね。 

○理財局次長 現在は国交省、庁舎のほうは官庁営繕で作っていますけれども、やはり

ちょっと宿舎と庁舎は仕様が違いますので、同じわけにはいかないということがございま

すので、財務省でやっております。 

○金丸委員 はい、分かりました。 

○桜井主査 どうぞ。 

○岩田顧問 民間の企業ですと、例えば独身寮だとか社宅はもうやめてしまおうとか、

あるいは自前で持つのはやめて民間の住宅を借り上げようとか、福利厚生の１つのメニュ

ーとして宿舎問題というのがあって。それは人事部の中で方針を立てるんです。公務員の

宿舎についてはそういう大きな方針の議論というのはどこがやってらっしゃるんでしょう

か。まさにそれがＰｌａｎだと思うんですが、その機能はどこにあるんでしょうか。 

○理財局次長 我々は公務員宿舎を所管しておりまして、公務員宿舎を建てるに際して

は、その借上げのほうが安いのか自前で建てたほうが安いのか、それはコスト分析をきち

っとやって、自前で持ったほうが安いという場合にしか今建てておりません。 

 あと、住居手当という話になりますが、我々実は住居手当は所管しておりませんので、

住居手当の額が妥当なのかというのに関しては、ちょっと今申し上げる立場にはございま

せん。 

○金丸委員 ちなみにどこが担当しているんですか。 

○理財局次長 あれは給与法で決まっているはずです。 

○桜井主査 ちょっと主計局次長にもう１つ。先ほどのように非常に、大変な業務だと

思うんですけれども、総務省、人事院あるいは他省という調整をして、そして定員はどう

で、あるいはポストに対する定員はどうで、給与はどうで、総トータルで人件費はいくら

ということが、仮に例えば予算で決まって、そしてそれが実際に達成できているのか、あ

るいはそうでないのか。というのは、予算を１年たったときに、それはそこのところのチ

ェックとか次年度はじゃあどうすべきかというようなことというのは、やはり主計局のほ

うでやるんですか。次期の調整のためには。 

○主計局次長 むしろ人件費全体や予算で配られたものが結果決算でどうなったのかと

いうことはもちろんチェックをしております。 

○桜井主査 実際の１年たった実績としてどうなったかというところのチェック。 

○主計局次長 それはもちろん数字を押さえて…… 

○桜井主査 予算対実績。 

○主計局次長 というのは押さえております。 
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○桜井主査 そして、もしずれていれば一体何でそうなのかというのもやはりあれです

か、主計局のほうで。 

○主計局次長 それは例えば実際に不用が出ればその原因を究明して、その部分は次の

予算編成のときに減額していいものか、また特殊事情だからそういうものではないのか、

あるいは見積り方がよくなかったのかとか、そこら辺は一番基礎的な重要な仕事だと思っ

てます。 

○桜井主査 もう１つ、ちょっとかなりしつこい話になって申しわけないんですけれど

も。そういうＰＤＣＡを実は非常に担っているのは多分主計局さんのところが１つだと思

うんですね。これを予算の経費の中から人件費というところで切り出して人事局がやると

いうと、やはり非常に難しいもんですか。当然のことながら、関連省庁さんのところも１

セットでという話に…… 

○主計局次長 先生、それは企画立案部門をという意味で。 

○桜井主査 企画立案、それから予算調整。 

○主計局次長 調整も全部ですか。そうすると、要するに国庫大臣の機能を…… 

○桜井主査 言ってみればもうざっくり言うと、まだ全然決めてませんよ、方向として

アイデアとして。ざっくり言うと、人事局というものが新設されてその機能の中に、要す

るに人件費というものはもう人事局に委ねると。 

○主計局次長 だから、それはあたかも公共事業すべてを国土交通省さんに委ねるのと

性格的には変わらないので、我々としてはいかがなものかと思っております。 

○堺屋顧問 ちょっとよろしいですか。人件費というものの総枠とかそういうのはもち

ろん予算に関連するんですが、抜擢人事をするとか、人を入れ替えるとかいうときに、い

つも大蔵省が等級に応じて定数を、これが一番人を動かすとき、例えば民間から人を採ろ

うと思ったらいつもそこで引っかかるようになっているんですね。 

 だから、大蔵省の範囲を総枠管理にとどめて、それ以上のことは関与しなくていいんじ

ゃないか。例えば今公共事業のことをおっしゃいましたけれども、公共事業は単価まで、

あれ実施のときの入札単価までは余り干渉されないわけですよ。使い残しが出たり繰り延

べが出たりしますけれどもね。人件費も同様にするほうが効率的で、改革の目的にあった

ことができるんじゃないかと思うんですが、いかがでしょう。 

○主計局次長 そこは、先生、やはり若干誤解とまでは言えませんけれども、ちょっと

あれかなと私ども思っておりますのは。級別定数については基本的に人事院に一般の行政

機関の職員の場合には各省から要求というものがあって、それで我々当然給与法の中で予

算の範囲内においてと書いてございますから、当然こちらと調整をいたしますけれども。 

 我々まず１つは、級別定数がむやみに上に上がっていくというのは人件費増加要因にな

るので、そこはやはり歯どめが必要だと思うので。例えばそんなに具体的に何級から何級

に上がるのはこんな人数はやめてくれというようなことはもちろん申し上げますが、この

ポストにとかそういうのは基本的には人事院さんの判断を尊重するというのが我々の考え
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方なんですけれども。 

○堺屋顧問 それがね、今この人事局作るときに、人事局全体としてこれぐらいの人件

費ということは大蔵省はもちろん国庫大臣として考えられると思いますが。その中にどう

いうような級の人が何人というようなことは関与される気はないと考えていいですね。 

○主計局次長 いえ、それはですね、予算統制のどこまでやるのが効率的かという議論

であって、現在は例えば個別のポストではありませんけれども、例えば何級から何級に上

がるのが何人というようなお話があれば、それは多すぎるんじゃないかということを申し

上げておりますし、それは引き続き我々はそういうことを意見を申し上げさせていただい

たほうが人件費統制としてはより効果があるのではないかと思っております。 

 それはただ、先生ご承知のように、ほかの役所の予算でも、例えば庁費というのがござ

います。それについて財務省は積算について細かなことを言わないで、もう枠だけ決めて、

あとは各省が自由に使えるようにすればいいではないかと、例えばそんな議論もございま

すし、例えばＯＤＡの無償援助についても、もう枠だけ決めて、中身は一切お任せしてい

いじゃないかとか、似たような議論はいろいろな局面にあるわけでございますけれども、

一方で、例えば近年の国会では、積算どおりに予算が執行されていなかったということに

ついて、それは大変問題ではないかというようなことが批判され、それは我々もかなり批

判にさらされましたけれども、無駄使いというものをそういうものはやはり呼びやすいの

ではないかと。 

 これシステム論ですから、先生のお考え方ももちろんあると思いますけれども、我々は

今のところはやはり何でもかんでもくちばしを差しはさむのがいいとは思いませんけれど

も、やはり丸ごと枠だけ決めてどうぞご自由にというのが一番いいというふうには必ずし

も思っておらないんでございます。そこはぜひご理解いただければと思います。 

○桜井主査 ありがとうございました。 

 ちょっときょうはお伺いをするということで。 

 では、最後の質問に。 

○岩田顧問 では、手短に。すみません、とても抽象的な言い方で恐縮なんですが、例

えば内閣人事局が人件費のマネジメントをする、特に各省との調整を必要とするような人

件費のマネジメントは内閣人事局でやって、そして全体の財政統制の中で人件費の部分を

見ないといけない財務省は内閣人事局とそのことを議論するという、そういう統制の仕方

というのは何か不都合があるんでしょうか。 

○主計局次長 これまた先ほどのご議論と共通だと思いますけれども、そこは我々がご

相談させていただく相手がどういう立場の人かということについて、余り我々の立場とし

てこうしてくださいということは言えないと思うのですけれども、ただ一般論として申し

上げれば、必ずしも１対１で議論したほうがより効率的でよりいい結論が出るかどうかと

いうのは、私はそこはよく分かりません。３人で３つの立場でいったほうがよりいい結論

が出るのかもしれませんし、あるいは５人で５つぐらいの立場でやったほうがいいのかも
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しれません。給与関係閣僚会議はかなりたくさんの人数の閣僚で議論されて、厚生労働省

の大臣がまた独自の立場で言われたり。 

 だから、そこは何と言うんですかね、まさにケース・バイ・ケースですし、必ずしも

我々予算をする立場からこうじゃなくてはいけないというのはなかなか決めがたい。絶対

１人でなくてはいけないとか、２つなくてはいけないとか、ちょっとそこはなかなかアプ

リオリにはちょっと申し上げにくいのかなという気がいたします。 

○桜井主査 いろいろとお伺いしたいことがあるんですけれども、最後に１つ…… 

○田中（一）顧問 １点だけいいですか。 

○桜井主査 本当に最後にしてください。 

○田中（一）顧問 私も長年主計局に付き合ってきたんですが。ここ30年ぐらいのスパ

ンで見るときに、人件費に対して主計局の姿勢といいますかね、考え方は時代によって変

わってきましたか、それとも変わっておりませんか。 

○主計局次長 基本的にはやはり固定費はできるだけ抑制するということですから、そ

ういうところは余り変わってないんじゃないかと思いますけれども。すみません、ちょっ

とお答えになったかどうかあれでございますけれども。 

○田中（一）顧問 もう少し具体的に聞きたかったんですけれども、まあきょうじゃな

くていいです。 

○桜井主査 それでは、どうもありがとうございました。 

 財務省でございますので、人件費という切り口でひとつご質問が進んだと思うんですけ

れども。人件費というのは非常に大事な要素でありましてね、しかしその人件費の中で、

１つの枠の中でいかに公務員の方々、活性化されて、そして縦割の、今非常に問題になっ

てますね、これを破り、そして交流をし、そしてそれは内だけじゃなくて外と、そして内

閣なり総理大臣なりというものを支えるというような。こういう要素と両立てて予算、人

件費ということになりますので。いろいろとお話いただきましたありがとうございました。 

 それでは、次にいかせていただきまして、人事院総括審議官、そして人材局長、そして

給与局長にちょっとご説明いただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○総括審議官 人事院の総括審議官の菊地でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、ご説明のほうは私の方からまとめてさせていただきますけれども、質問の方

は担当の人材局長、給与局長から回答させていただきますので。よろしくお願いいたしま

す。 

○桜井主査 分かりました。 

○総括審議官 資料の方は人事院の役割についてという３枚のペーパーと、それからＰ

ＤＣＡ、３枚の資料といいますのはヒアリング調査票の後についていたものでございます。

それから、ＰＤＣＡのペーパー、人事院分でございます。あと、資料３に人事院規則の一

覧がございますけれども、資料としては人事院の役割についてという紙と、ＰＤＣＡの資
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料をまずご説明させていただきたいと思います。 

 人事院でございますけれども、人事院は内閣の所轄のもとに置かれます独立性の高い３

人の人事官からなる委員会でございまして、国家公務員法上、中央人事行政機関が２つご

ざいますけれども、使用者を代表する内閣総理大臣と、それから人事院がもう１つ。中央

人事行政機関として人事院の人事管理の中立・公正性の確保と、それからもう１つは労働

基本権制約の代償機能という大きな２つの機能を担っているということでございます。 

 中立・公正の確保ということで申しますと、これは職業公務員が党派性を持たないで政

治主導のもとでございますけれども、中立・公正に職務を遂行することが、これは日本に

限らず、近代公務員制度の基本理念だということでございまして。憲法第15条を受けまし

て、公務員は国民全体の奉仕者だということでございますので、その公務の能率的な運営

を確保するということで、日本の場合には議院内閣制をとっておりますけれども、その中

で中立・公正に職務の遂行に当たるという。そういうことが必要だということで、人事行

政の中立･公正の確保に人事院が当たるということになってございます。 

 主な業務といたしましては、採用試験の企画ですとか、あるいは任免・分限の基準設定、

あるいは服務に関する基準設定、あるいは職業公務員を養成するための研修。さらに、不

利益処分に対する公平審査や苦情相談というようなことがそういう内容でございます。 

 それから、労働基本権制約の代償機能につきましては、これは憲法で保障されました基

本権制約の代償機関、中立・第三者機関といたしまして、労使交渉にかわりまして情勢適

応の原則ということで勤務条件の改定や設定に関与しているものでございます。 

 主な業務といたしましては、給与に関する国会及び内閣に対する勧告。あるいは、給与

法等の法律の委任に基づきまして、給与や勤務時間等の勤務状況に関する人事院規則とい

う法令の制定権を持っているところでございます。 

 さらに、職務給原則を実現し、適正な給与を支給するため、昇格に係る基準ということ

で人事評価結果の反映であるとか、あるいは級別の標準職務などの基準を設定したり、あ

るいは級別定数、これもそういう基準性を持ったものとして設定をしているというところ

でございます。 

 それでは、資料２のＰＤＣＡのペーパーの方で少し具体的にご説明を申し上げたいと思

います。 

 まず、人事院が必要と考えます給与等の勤務条件の改正を行う、そういう法律あるいは

法令の改正を必要とするという場合に、給与等あるいは勤務条件等につきましては勧告と

いうものを行う権限。それから、国家公務員法の目的を実現するために法令の改正、制

定・改廃が必要だということの場合には意見の申出をするという権限がございます。給与

勧告というのが一番代表的でございますけれども、これは企画立案、Ｐｌａｎのところで

申しますと、情勢適応の原則でございますので、社会経済情勢の変化や公務部内の人事・

給与等の問題点を踏まえた給与、勤務時間等の施策の検討をするということで、国家公務

員の実態調査あるいは民間企業の実態調査を踏まえまして、あるいは各府省や職員団体か
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らの意見聴取を重ねまして、勧告を策定いたします。 

 それで、先ほどちょっとお尋ねがございましたけれども、給与表のような実際にどうい

う給与テーブルを作るかということまで含めました給与水準、俸給、諸手当、そういうも

のについて内容を持った勧告を、これは国会と内閣に同時に勧告をするという仕組みにな

ってございます。 

 それから、法令の制定・改廃に関しての意見の申出も実施のところでございます。 

 Ｃｈｅｃｋといたしましては、これは内閣がこの勧告を受けまして、実際にどういう形

で法案を出すかということを決定されるわけでございますけれども、国会でもその審議を

されますし、国民のいろいろな形でのご意見あるいは各府省の職員からのご意見を考慮い

たしまして、また翌年以降の勧告あるいは次の意見にも反映していくというプロセスにな

ります。 

 以下書いてございますのは、法律以外のもので、法律に基づきまして人事院に委任され

ているような業務についての一覧をそれぞれ書いてございます。 

 まず、試験でございますけれども、試験の企画、Ｐｌａｎのところは、これは各省がそ

れぞれ採用方針あるいは採用計画をお持ちでございますので、そういうものを調査、ヒア

リングいたしまして、私どもが実際に採用試験の適切な能力の検証をするという成績主義

の原則を貫くような基準を設定いたしまして、試験の具体的な種類や方法について定め、

公開、平等という原則のもとに、公正な手続の基準を設けるという、そういうのが企画立

案の部分でございます。 

 実施につきましては、試験については現実に試験の実施について人事院が担当している

ということでさまざまなプロセスがございます。Ｃｈｅｃｋといたしましてはその実施結

果、これは試験の結果分析等を含めまして検証いたしまして、各府省の意見聴取あるいは

大学からの意見などもお聞きしまして、また次の試験にそれを反映をさせていく、あるい

は採用の方法に反映をさせていくということでございます。 

 任免のそれ以外につきましては人事院が直接実施をするということは余りございません

で、各任命権者が実施をされるということで、人事院は基準の設定に当たりチェックとそ

れからその改善、制度見直しにつなげていくというプロセスでございます。 

 勧告以外の給与につきましての基準設定でございますけれども、これは昇格・降格、あ

るいは昇給・降給、手当等の基準の設定ということで。職務給原則を実現して、適正な給

与を支給するというそういう基準の設定をさせていただいているところでございます。 

 実施につきましては、これは各府省の責任において実施をしていただくということで。

人事院は特例的な運用に関しましての承認あるいは協議というようなこと。それから、監

査ということ、あるいは報告を受領するというようなことでチェックをさせていただいて

おります。さらに、民間の制度的な実態の調査を含めまして動向把握をして次の改善につ

なげていくということでございます。 

 人事評価につきましては、先ほどちょっとお尋ねもございましたけれども、評価の基準
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あるいは方法等に関しての政令に対しては人事院が意見を申し上げるという形にさせてい

ただいております。任用、給与の活用の基準については人事院が任用制度あるいは給与制

度の中で作成をするということでございます。 

 研修につきましては、各府省にいろいろなご意見を聞きながら研修の計画を策定し、実

際に研修の内容やカリキュラムについて企画をし、評定の基準の策定ですとか、あるいは

参加者の受付等を行っているところでございます。 

 研修を実施いたしまして、実施自体はもちろん研修は人事院以外にもそれぞれ各府省、

あるいは先ほどご説明ありました人事・恩給局の方でも実施されているわけでございます

が、Ｃｈｅｃｋとしてはアンケートの実施であるとか、あるいは各府省からのヒアリング

等、それから研修の実施結果としての調査ということで把握をして、次の改定につなげて

おります。 

 中立・公正性確保の１つの大きな要素でございます分限ですとか懲戒につきましても、

こちらにございますように、休職、降任、免職等の事由、あるいは手続等の設定というこ

とで基準の設定。さらにそれを各府省が実施をされるわけでございますけれども、分限の

指針であるとか、あるいは懲戒の指針ということで、各府省の運用についての指針を人事

院が策定をいたしまして、各府省にお示しをし、適正な実施を図っていただくということ

をやっております。 

 Ｃｈｅｃｋにつきましてはさまざまな形で、承認ですとか、あるいは報告、監査、調査

等によってチェックをし、改善につなげていっているというのは先ほどと同じでございま

す。 

 もう１つちょっと異質なものとしてございますのが、準司法的機能というのが人事院に

ございまして、公平審査、これは不利益な処分がなされている職員の側から不服申立てを

受ける。あるいは勤務条件に関しての行政措置ということを要求してこられるような、そ

ういう仕組みを人事院が受け持っております。災害補償や給与の決定についても審査の申

立てができることになってございます。これについては人事院が行政部内で審理判定をし、

あるいは苦情の相談に応じるという形で、準司法的な機能を担当させていただいていると

ころでございます。 

 以下、服務、勤務時間、災害補償等々ございますけれども、基本的には人事院がさまざ

まな分野についての基準の設定を行い、各府省、各任命権者がそれに基づきそれぞれの省

庁における実施を担当され、それに対して人事院が何らかの形でのチェックの関与をし、

次の制度見直しにつなげていると、そんな関係でございます。 

 そういう意味で、人事院が基準を設定しているあるいは実施の基準を定めているという

部分の一覧表がちょっとお手元にございますけれども、人事院規則の一覧でございまして、

資料３でございます。各分野ごとに体系だった形での人事院規則を持っているところでご

ざいます。 

 それでは、人事院の役割についての２ページ目の方に入らせていただきます。 
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 人事院の人事管理の中立・公正性の意義ということで書かせていただきましたけれども、

議院内閣制でございますのでその中で私どもの職業公務員と言われる一般職につきまして

は法律あるいは内閣主導のもと、行政の専門家として専門的な知識を備えながら国民全体

の奉仕者として中立・公正に職務に遂行するということが求められるわけでございます。 

 側面としては、政策の企画立案を補佐をするそういう側面もあろうと思いますが、これ

は当然内閣や大臣等に誠実に補佐をし、いかなる内閣に対しても中立にお仕えするという

ところが中立・公正性の意義だというふうに理解しております。 

 それから同時に、予算や法律の執行過程ではそういう執政部門の監督に服しながら、特

定の個人や利益集団に影響されずに中立・公正、効率的に行政サービスを提供するという

ことが責務だろうというふうに考えております。 

 このような役割を十全に果たし、公務が全体として能率的な運営を実現していくという

ためには、高い専門能力を有するそういう職業公務員を採用し育成する必要がございます

し、これはいわゆるメリットシステム、成績主義ということで能力の実証に基づいた採用

や昇進を行うことが重要なポイントになります。 

 それから同時に、成績が不良であるというような場合には、きちんとした基準を定めま

して、それに基づいて免職や降任を行うという身分保障の側面でもきちっと成績主義を裏

づけしていくというそういう形での能力実績主義というのが非常に重要だろうというふう

に考えているところでございます。 

 そういう意味で、このような基準の設定というものを中立・第三者機関である人事院が

担うということが公務員人事管理の中立・公正性確保の制度的な保障措置となっていると

いうことが言えようかと思っております。 

 ３ページの方に入りますけれども、内閣人事局への機能の移管についてでございます。

内閣人事局の機能につきましては、各府省の幹部人事の一元管理ということで、これは縦

割り行政の弊害を排除する、あるいは内閣の人事管理機能を強化するということで政治の

リーダーシップを一層強めるということでございますけれども、私どもとしては、人事行

政の中立・公正性の確保のあり方そのものを見直すという趣旨ではないというふうに承知

させていただいておりますので、そういう意味では人事院といたしましても内閣の機能強

化の必要性については十分必要だというふうに考えているところでございますけれども、

その際に、こういう中立・公正性の意義ということにかんがみまして、ぜひこのような点

に影響することのないように十分ご配慮いただいてご検討いただければというふうに考え

ているところでございます。 

 したがいまして、例えば任用の企画立案ということで考えますと、当然内閣人事局、ど

ういう形で内閣人事局が機能を発揮されるかというのはこれからかもしれませんけれども、

政府全体としての人事戦略あるいは人事方針を定め、政治主導の中で部内に限らずあるい

は部外からの人材登用を進めるというようなご議論もございます。そういう方針を進めて

いただく一方で、人事院としては成績主義の原則ですとか、あるいは手続の公正性という
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ことで中立・公正の確保のための基準の設定を担う、その重要性というのはさらに強まる

のではないかというふうに考えているところでございます。 

 仮に統合した場合にどのような問題が生ずるかということにつきましては、こういう中

立・公正性確保の機能といいますのは、現実にはそういう問題を生じさせないという防止

的なあるいは抑止の効果というところにおいて機能が発揮されるものでございまして、そ

ういう意味で制度的な保障というものはぜひ維持、確保していただく必要があるのではな

いかというふうに考えております。 

 また、労働基本権制約の代償機能につきましては、昭和48年の全農林警職法事件判決に

おきましても憲法上保障された労働基本権を制約するに当たっては、これに代わる相応の

措置が講じられなければならないというそういう代償機能でございますので、仮に内閣人

事局の方にそれを移すということになりますと、憲法上の問題が生じてくるということを

ご理解いただきたいというふうに思います。 

 したがいまして、全体の奉仕者としての公務員の中立・公正性を確保する制度的な保障

としての採用試験制度あるいは研修の企画立案、これは先ほど申し上げました基準設定と

いう意味での企画立案でございます。さらに実施。また、任用・分限・懲戒の基準設定と

いうような事務は今後とも引き続き中立・第三者機関でございます人事院が担うことが必

要だというふうに考えておりますし。また、人事院が担っている基本権制約の代償機能と

いうのは基本権が制約されている間については維持される必要があるというふうに考えて

いるということを申し上げまして、ご説明を終わらせていただきます。 

○桜井主査 ありがとうございました。 

 それでは、ご質問に移させていただきます。どなたかどうぞ。 

 はい、どうぞ。 

○金丸委員 ご説明ありがとうございました。お伺いすればするほど人事院の機能とい

うのはすごく重要だというふうには理解したんですけれども。ただ率直に申し上げて、人

事院は与えられている役割、責任ほどは私は機能してこなかったんではないかというふう

に思うんです。その場合、人事院の方が仕事をなさりにくかった、もしそういう要因があ

れば、その阻害要因を挙げていただけますか。それが１点目ですね。 

 いや、そうじゃないんだと、人事院は機能してきたんだとおっしゃるなら、これほどま

で尊敬されない公務員像というのは国民の中に定着してしまったことに対してどういうふ

うに思ってらっしゃるのか、２点目ですね。ですから、今の１、２はワンペアだと思って

いただければ結構であります。 

 それから、これまでのワーキング・グループの議論の中でも、一番最初に出てくるのは

中立・公正という言葉が出てきて、だんだん聞いているうちにものすごく私は違和感を持

つようになったんです。それはなぜかというと、中立・公正というその権利といいますか

身分保障みたいなものをなぜ与えたかというと、それは国民のためにいい仕事をしていた

だくということでその中立・公正というのを与えられたと思うんです。今起きているいろ
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いろな公務員の不祥事等のいろいろな結果も、本来なら組織内で自浄作用があって、その

省内でですよ、その不良公務員というのはもっと自分たちでたたき出していればよかった

のにたたき出せなくて、そういうことをチェックなさっているはずの人事院も、じゃあ第

三者機関としてものを申せなくて、結果的には国民にすごく不満が残っていることだと思

います。 

 私はその中立・公正という言葉の使い方が間違ってらっしゃるんじゃないかなと。だか

ら、中立・公正というのはだれのためにあったかというと、先ほど申しましたやはり国民

のためだと思いますので。その中立・公正ということについてもう少しなるほど中立・公

正という身分を与えるということが国民に対していいんだなということの説得性を持った

ご説明を私はぜひしていただきたいなと思います。 

 それから、冒頭申し上げました、人事院のそもそも原点に返ると、人事院の方々が担っ

てらっしゃる役割、責任は重要だと申し上げましたけれども、今後例えば内閣人事局とい

う新たなる組織ができて、それがワークしていくときに、いわゆるチェック・アンド・バ

ランスといいますか、そういうお目付け役的な役割を本当にこれまでの人事院が担えるの

か。いや、担えるんだとおっしゃるのかどうかを最後にお聞きしたいと思います。 

 以上でございます。 

○桜井主査 よろしいですか、４点。 

○人材局長 順次お答えしますが。私、人材局長、尾西でございます。ちょっと順不同

になりますけれども、まず中立・公正という考え方から、私どもの考え方をご説明させて

いただきます。 

 今先生、中立・公正な身分というふうに言われましたけれども、別に身分が中立・公正

というわけじゃなくて、我々がなぜ中立・公正ということを大事にするかといいますと、

これは先ほど総括審議官からも説明ありましたけれども、これ今の議院内閣制のもとで

時々の内閣というのは変わり得ると、そういう内閣に対してしっかりと専門家として仕え

ていけるようなそういう専門家集団が必要であると。内閣が変わろうともきちっとその内

閣にお仕えしていくと。また次の内閣にきちっとお仕えしていくと。 

 それは例えば政策の提言においても、国民のことを考えてこういう政策がいいですよと

いうことをしっかりと提案し、そして最終的決定はもちろん政治のリーダーシップで決ま

っていくと。 

 それからあとは、今は政策の企画立案場面ですが、執行面でも予算なり法律を平等、公

正に執行していくという、そういういわばしっかりとした仕事をこなしていけるそういう

職業公務員集団を我々としては維持していかなきゃいけないという、それが私どもの考え

ている中立・公正でございます。 

 その場合に、確かに公務員の身分が不安であると、どうしてもしっかりとした仕事がで

きないということになってしまいますので、一定の身分保障を与えていますけれども、そ

れは例えば成績が悪いとか、あるいは何か不祥事を犯したら、当然その身分にも影響が出
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るというそういう厳しい仕組みになっておるわけでございます。 

 そこで私どもとしましては、例えば採用試験ではその採用試験自体が情実の影響を受け

たり、あるいは党派的な影響を受けてはならないということで私どもものような中立的な

機関が試験を企画し、実施していると。 

 それから、研修につきましてもそういうどのような内閣にもしっかりとお仕えできるよ

うなそういう職業公務員集団を作り上げようということで私どものような中立機関が研修

機関として実施していると。そういうことが私どもが考えている中立・公正ということの

基本でございます。 

 それで、最初の質問で、与えられている役割ほどは機能していなかったんじゃないかと

いうご質問ですが、我々としては一応しっかりと自分たちの使命は果たしてきておるとい

うふうに考えております。至らぬ点はありましょうが、それは今後ともいろいろなご意見

いただきながら、日々改善していきたいと思っていますが。 

 １つ例を挙げますと、私の所管しています採用試験の関係では、最近の例では大分県で

はああいう教育委員会が試験で不正を行ったり、あるいは校長の承認の際に不正を行った

りということで大問題が発生しまして、ああいうことが起きますと、結局合格者を不合格

にする、あるいは逆にするという、そういう不要な混乱が生じてしまいます。そういった

ことは実は国家公務員の世界ではこれまで一度もなかったという、そこは我々人事院がし

っかりとした試験を運用してきたということで自負しているわけでございます。 

 それから、育成にも留意してきております。ただ、育成の面で、たまにけしからんこと

をする人間が出るというのは非常に残念なことですけれども、これはいわばどういう状況

の中でもそういうことをする者は出てくるという面もあります。ただ、そうはいっても今

後とも引き続き人材育成のための研修その他、研修には我々としても力を尽くしていきた

いというふうに考えております。 

 以上、まず私の方から２点だけ申し上げます。 

○給与局長 給与局長の吉田でございます。 

 最初の先生のご質問、なぜこういうふうに不祥事が生じ、公務員違反が生じてきている

のか、それから人事院として十全に役割を果たして仮にこれなかったとすると、どこに原

因があると思っているのか。非常に大きな問題で難しい点ではあるんですけれども、結局

公務員の人事管理というのは、この場でも既にご議論になっていると思いますけれども、

中央人事行政機関、人事院と内閣総理大臣がありますし、きょうここに来ている財務省あ

るいは行政管理局というところは組織や予算という形で統制をしているわけですが、基本

は各省庁が人事権を持って、採用し、配置換をし、あるいは昇任をさせ、あるいは育成を

し、そして退職をさせるということをやっているわけです。その各省庁がいかに行政をう

まくやっていけるかということをサポートするというのが我々の仕事になっていたわけで

すね。 

 高度経済成長あるいはかつてはそれが非常にうまく機能していたわけですけれども、結
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局そういう各省庁の人事権と、それから調整をする例えば内閣総理大臣の、あるいは中立

機関である人事院の立場というんでしょうか、これはなかなかうまくあわないことも多か

った。 

 例えば一例を申しますと、人事院は在職期間の長期化ということで平成10年ぐらいです

か、事務次官の定年を60歳から62歳にしようと、在職期間を長期化しないと天下りが問題

になるということをやったわけですね。これはしかし、各省からはそんなことをして何だ

と。在職期間長期化というのは何だということで猛烈な反対を受けたと。そして、このと

きは政治も使ってというんでしょうか、政治からも人事院はけしからんといわれたと。 

 だから、結局中立機関というのはそういう意味では中立、独立というのは非常に言葉と

しては強いんですけれども、政治との関係では非常に、尊重してくれれば非常に機能する

わけですけれども、中立機関を無視するあるいは軽んずるということになれば、これは機

能しないわけですね。やはり実権は内閣総理大臣が持ち、任命権者である各省大臣が持っ

ているわけですから。我々はそういう意味ではそこが尊重してくれればいろいろなことが

できますし、そこが尊重してくれなければ何だということになってしまうと。 

 人事院のこれまでの歴史というのはどちらかというと、これは占領後に憲法と一緒にで

きた役所でございまして、占領が終わった後、占領政策の一環だからといって縮小しよう

という動きがずっとあったわけですね。そういう中で民主的な公務員制度、戦前の官僚制

に回帰しない公務員制度を育成するということで我々の先輩が頑張ってきたと、今あると、

こういう状態でございます。 

 だから、我々として力は不十分だったと思いますが、それなりの努力はしてきていると

いうことでございます。 

○桜井主査 どうぞ。 

○堺屋顧問 今のお話を伺いますと、人事院が、人事院に限らず、中立機関が全権限を

任命権限を持てばいいということになるような気がするんですね。各省が権限を持ってい

るからけしからんと。 

 それで、ぜひお聞きしたいのは、この中立・公正という概念ですが、このいただいたも

のには利益集団等に影響されるといいますが、今国民の批判は各府省があって国なしと、

省益あって国なしと、一番の利益集団は各省でありますね。これに対してどういうように

人事院は対抗しておられるか。 

 また、いただきましたあれを見ると、ほとんどすべて必要に応じて制度見直し等なんて

同じことばかり書いてあるんですが、これ全然意味内ですよね。必要に応じて見直しする

のは当たり前でございまして。内容がないんですが。今の状態で人事院としてはお手上げ

という感じがしちゃうんですね、これ見ると。その点どうでしょう。 

○人材局長 それは後ろの方の「必要に応じ」というのは、これはもう要するに適宜や

りますというか常にやってますということを書いているだけでございまして、必要に応じ

というのはやらないとかそういうことでは全くなくて、日々やっていますというそういう
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ことでございます。ですから、この言葉は、「必要に応じ」じゃない言葉がよかったかも

しれません、適宜適切に常にやってますと、そういうことでございます。 

○給与局長 それから最初のご質問ですけれども、中立機関が全権限を持てばよいかと

いうことですけれども。これは結局人事というのは行政と一体のものでございます。人事

院が行政をやっているわけではございません。そういう意味では、やはり各省庁が現場で

行政をやっているわけですから、そういう意味では内閣人事局についても同じことが言え

るのかもしれませんが、要するに現場から遠いところが人事の権限を持っていると、これ

はうまくいかないことが多いと。ですから、そういう意味ではなるべく現場というんでし

ょうか、各省庁が責任を持ってやることが一番だろうと思っています。 

 それから、利益集団は各省ではないかということ、そういう先生のご発言でございます

が、各省そのものが利益集団ということよりも、恐らく各省と一体になって、例えば民間

の団体との、これは天下りの問題とか最近では談合の話とかいろいろ批判され摘発された

りしておりますが、そういうことがないようにというのが本来の趣旨ではないかと考えて

おります。 

○桜井主査 では、田中さん。 

○田中（秀）委員 不勉強で申しわけないのですが、人事院行政は勉強すればするほど

わからなくなります。こういう機会は多分もう二度とないので幾つかお伺いさせていただ

きます。 

 ヒアリングの調査票の11ページの真ん中のところに、また、本府省の課長等以上の職員

についてはというふうにあります。具体的にこの成績主義に基づく公正な任用の確保につ

いて、人事院は具体にどういう仕事をされているのか。 

 それから、例えば課長とか審議官とか局長の任用の基準というのは何か具体的に世の中

に明らかに、例えば局長はこういう能力を持ってなければならないんだとかという具体的

な基準というのは明らかにされているのかどうか。 

 それから２番目は、国公法上、たしか給与準則は人事院が立案し、給与準則には俸給表

が含まれているというふうに思っています、そうすると、すみません、給与表の話をしつ

こく聞いて申しわけないのですが、法律は人事・恩給局、総務省が提出するとしても、給

与表はもともとは人事院が作られるという理解でよいのでしょうか。 

 それから、すみません、いろいろあって恐縮なんですが。今回の基本法上、内閣人事局

が一元的に事務を行う、特に幹部職員について行うというふうに書かれていますので、い

ずれにせよ作らなければいけないわけですね。もちろんそれはいろいろ範囲があると思い

ます。 

 仮に今の人事院の所掌事務を基本的に所与として考えた場合、特に幹部職員の任命とか

給与についてはどういう仕組みになるのかなと考えています。例えば適格性審査であると

か候補者名簿の作り方であるとか、最後に協議して決めるときの基準はそれぞれのレベル

ごとに応じて人事院にお願いして作っていただく。あるいは具体的に今の任命プロセスの
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中で人事院に協議しなければいけなくなるのか。あるいは給与についても、先ほどの給与

準則と俸給表の関係でいえば、幹部職員の給与表については人事院にお願いして作ってい

ただく。あるいは個別にあるこういう個別の局長の給与を幾らにするのかというときに人

事院に決めていただくというそういう話になるのでしょうか。ちょっと仮定の話で申しわ

けないのですが、どういう形になるかお伺いできればと思います。 

 もう一点、最後にすみません、同じこのヒアリング16ページの憲法上の話です。かぎで

書かれた労働基本権を制約するに当たっては、これに代わる相応の措置が講じられなけれ

ばならない。全く不勉強で申しわけないのですが、この「相応の措置」についての一般的

に決まった解釈というのは存在するのでしょうか。つまり、この後ずっと述べられている

級別定数であるとかその他いろいろ多分話があると思うのですが、相応の措置の中にそれ

らがすべて含まれているという一般的な解釈があるのでしょうか。 

 すみません、いろいろ質問して申しわけありません。 

○給与局長 今ご質問の給与の関係を先にお答えさせていただきます。まず、俸給表で

ございますが、今の国家公務員法の28条に情勢適応の原則というのがあって、要するに労

働基本権制約のもとでは人事院に給与の勧告をしろという規定があるわけです。その同じ

規定の中で、その中には俸給表を定めなきゃいかんという、これは条文を読むと、人事院

は毎年少なくとも１回、俸給表が適当であるかどうかについて国会及び内閣に同時に報告

しなければならない。給与を決定する諸条件の変化により俸給表に定める給与を100分の

５以上上下する必要が認められるときは、人事院は適当な勧告をしなければならないとい

うことを言われておりますので、私たちは給与を上げるというときは官民格差を出して官

と民の水準が幾ら違うかということを言うだけではなくて、それで、では俸給表を幾ら上

げるのか下げるのかとか、手当を幾ら上げるのか下げるのかということもあわせて勧告を

しております。 

 それを受けて、先ほどの人事・恩給局の方で仮にそれを完全に実施するということにな

れば法案化していただく、そういう役割分担でございます。 

○人材局長 次に私の方から、第１番目のご質問でありました任免における中立・公正

性とはどういうことかということで、11ページのこの資料のところに則して申し上げます

と。例えば本省長の課長等以上の職員の昇任につきまして人事院で基準を定めております。

その基準といいますのは、例えば就けようとする官職にふさわしい能力があるかどうかと

いうことを従前の勤務実績に基づいて判定すること。それから、必要な他省庁経験を踏ん

でいるかどうかということ。それからあとは、昇任前に懲戒処分なり起訴休職を受けてい

ないかというそういうチェックをしております。 

 それで、今ご質問で、では局長についてはどういう能力が必要かということを書いてあ

るかということでございますけれども、これは実は今、先ほど人事・恩給局長さんからも

紹介がありましたけれども、人事評価の仕組みが今立ち上がりつつありまして、この評価

の中に本省局長というのはこういうことができなきゃならないということが出てまいりま
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す。今度はそれに従いまして評価されましたら、今私ども人事院でその評価の結果とそう

いう昇任等をどうリンクするかという基準を作成しております。これはもう来年度からス

タートということで今もう詰めの作業に入っていますけれども。それができてきますと、

局長になるにはこういう能力がきちっとできなきゃならないと。そして、そのためには、

例えば局長になる手前でこういう勤務実績を上げてなきゃならないということが明らかに

なってくるということで。そういうような基準を今整備中でございます。 

 それから、次に２つ目に移りますけれども、今度幹部職員の仕組みができたらどうなる

かということで、幹部職員の仕組み自体がどういうものであるか私どもまだ承知は全くし

ておりませんけれども、そういう話もまだお聞きしておりませんけれども、やはり幹部職

員の仕組みができた場合におきましても、中立・公正を確保するための基準というのはや

はり私どものような中立機関がお作りして、そのベースに立った上で、あとは適任者をそ

の中から選んでいただくという、そういうことを一元管理するような形でやっていただく

という、そのまず基盤としての中立・公正ということは、そこをやはり基本にしていかな

いと行政自体が歪んでしまう可能性も秘めてくると。 

 これはにわかにそうなるかどうかともかくとしまして、公務員制度というのはやはり50

年先ずっと見通していかないと、その間の制度的な保障ということでしっかりと抑制的な

措置を講じておくということが必要ではないかというふうに考えておるところでございま

す。 

 以上でございます。 

○桜井主査 お答えのほう。 

○給与局長 それから、相応の措置でございますが、これは全農林警職法事件判決の中

で人事院の情勢適応の原則による勧告または報告が掲げられているんですが、そのほかに、

例えば身分や任免、服務、給与その他に関する勤務条件について、法律上規定が置かれて

いるとか、あるいは中央人事行政機関として準司法的性格を持つ人事院が設けられている

こと等が、あるいは法律によって給与が定まっていること等がこの判決の中で具体的に言

及されております。 

○桜井主査 ほかに、どうぞ。 

○川戸顧問 すみません、ちょっと教えていただきたいんですけれども、内閣人事局が

できてそこにこの機能を全部人事のあれを移したときに、中立・公正が担保されない理由

は何ですかというのが１つと。 

 それから、労働基本権は今別のところで審議されています。これができれば逆に言えば

代償機能というのをその行為はいらなくなりますよね。さっき50年の設計とおっしゃいま

したけれども、そこまで長い見通しを考えてやられてもいいんじゃないかという気がする

んですが。どうでしょう。 

○人材局長 中立・公正ですが、やはりこの中立・公正を確保する機関といいますのは、

内閣から一歩距離のあるところ、もちろん政治的影響からも距離のある私どものような中
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立機関がそういう仕組みを担っていくということが必要ではないかというふうに考えてお

ります。 

○川戸顧問 ただ、この基本方針の中にちゃんとそこは書いてあるわけですよね。基本

法の中に。 

○人材局長 いえ、基本法の中には、内閣人事局は幹部人事の一元化のための事務をさ

れるということが書いてあるわけでして、中立・公正的なものも含めてとは…… 

○川戸顧問 公正で民主的な行政の推進に資するためときちんと書いてあるから、それ

で担保はできませんでしょうか。 

○人材局長 制度的な保障としましては、やはり私どものような中立的な機関がしっか

りと見ていくということは必要ではないかというふうに私は思っております。 

○給与局長 今委員からお話がありました労働基本権との関係で申しますと、今基本法

に基づいて３年間というタームで労働基本権についても検討の場が設けられていて、検討

が現に動いているわけでございまして。そこで何らかの結論が出てくれば、当然基本権に

ついての代償機能については当然動きがあるわけで。そういう新しい状況になったときに

どういう役割を人事院が担うかというのは当然議論になるだろうと、あるいは議論される

べきだというふうに考えています。ただ、それは今の時点で仮定でこの場でちょっと申し

上げるのはいかがかというふうに考えています。 

○桜井主査 ほかに。 

 どうぞ。 

○中野委員 最近能力等級制度とか人事評価の本格的導入とかいろいろ始まっています

けれども。この３枚紙の一番最後に書いてある中立・公正性を確保する制度的保障として

の任用の基準設定というのはどういうものを想定しておられるのか。少なくとも相当任用

についてはここ最近動いていて、能力等級も入れていますし人事評価も入れています。具

体的にいうと、人事院規則の98というのはずっとこれは各省のマネジメント機能を阻害す

るものだという意見もずっとあります。その中で任用というものを今後、各省のほうはい

ろいろ使用者側のほうはいろいろ制度動かしていると思うんですけれども、そちら側、職

員の身分を保障する側として中立・公正性を担保するための任用の基準というのは、具体

的にこれからどういうことを考えておられるのか、それを説明していただきたいと思いま

す。 

○人材局長 では、任用の基準につきまして、今考えていることを申し上げます。近く

人事評価が導入されると。それに沿いまして、例えば昇任する場合には直近の３年間の人

事評価で、例えば能力評価においてはこういう成績をとっていたこと。あるいは直近の業

績評価でこういう成績であったことというそれを最低条件としまして、その中から適任者

を適性等を考えて選んでいくという、そういうような仕組みを１つ考えております。 

○中野委員 今現行規則9－8の中に在職年数とか経験年数とかわりかし年功的に若い時

代ですけれども、そういう運用とかありますよね、年数で割り出し評価するという。もち
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ろん８割昇給とかいろいろ運用ベースでは柔軟化はできるんだと思うんですけれども。こ

こ最近、民間の人事制度を見てもやはり柔軟性にずっと動いてきていると思うんですね。

柔軟性を取り入れないとなかなか人事評価して実は抜擢もできないというふうになってい

ると思うんですけれども、そこら辺のことについてはどう考えておられるのか。 

○給与局長 ９－８は給与の世界でございますが、今抜擢ができないという点について

申しますと、例えば本省の課長であるとか室長というようなポストに就ける、本当にそう

いうポストに就けるということになれば、前任が係長であろうとも補佐であろうとも給与

は保証すると。課長の給与の格付けにするというそういう運用をここ数年、実は平成14年

ぐらいに今言われたように、人事院の給与の規制がマネジメントを束縛しすぎているんじ

ゃないかという議論がたくさんございました。各省といろいろ話をして、そういう給与上

の昇格の基準等に、あるいは級別定数の流用の基準等について、基準化を図って、なるべ

く各省でできるものは各省でやるということにした結果、その辺は現時点では恐らく各省

に聞いていただいても、そういう意味での不満というのは非常に少ないだろうと思ってい

ます。 

 むしろ、我々が心配する、先ほど主計局次長からちょっと話が出ましたけれども、結局

これは緩めれば多々益々弁ずで、みんな早く上げてくれとこういうことになるんで、そう

いうところがそうならないように、それこそ各省がしっかりマネジメントをしてもらわな

いといかん。あるいは評価もそういう形できちんとされないと、どうしてあの人が上がっ

たのに私は昇格できないのということに答えられないわけですね。だから、そういう意味

では評価制度がきちんと導入されると、それが本当にしかも納得性があるというか、説得

性がある形で運用されるということになってくれば、今先生が言われたような昇格の要件

についても別のものが考えられると思います。 

 ただ、我々が今やっているのは、大体１つの級に２年というのを最低基準にしてますの

で、民間企業でも２年ぐらいは能力実証の期間ということにしていると思いますので、そ

れが特に各省における人事を束縛しているというふうには考えていません。 

○桜井主査 ありがとうございました。 

 今非常に…… 

○田中（一）顧問 主査、１つだけ。 

○桜井主査 ちょっと待ってくださいね。いやいや、もう打ち切りません、これから申

し上げるのは、皆さん幹部の方々非常に時間ちょうだいしたいと思うんですけれども、７

時半に終了したいと思うんですが、それまで結構でしょうか。 

 それでは、これからは人事院の方々にも相当お聞きしたいことがあるかもしれませんけ

れども、せっかくいらっしゃる幹部の方々にご質問ありましたら、それを含めてあと15分

間、よろしくご質問にお答えいただければというふうに思います。ひとつよろしくお願い

します。 

 では、田中先生。 

37 



○田中（一）顧問 １点だけ補足質問。 

 あわせてやってもらうので、端的にご質問します。 

 ２つほどあるんですが、１つは、いわゆる中立性の話をされました。これは、日本だけ

の話でなくて、先進諸国について、私も不勉強なんですけれども、昔勉強したことはある

んだけれども、最近の状況で、人事院のような仕事の中身と、それから規模、あるいは使

っている予算、そういう、どの国にも名前は違っても同じような機関があるのかどうなの

か。それの組織のポイント、そういうことを教えてもらいたいと思います。 

 それから、２つ目は、事務局、総務省の人事局に関係するんですが、今度の基本法では、

中途採用試験だとか、公募制だとか、つまり公務能率を上げ、行政の力を高めるというた

めの提案がなされて、非常に私はいいことだと思っております。そういうことが今まで政

府の中で、去年の制度懇のようなものがなくても提案なぜされなかったのか。公務能率を

高めるための努力というのはどうしてできなかったのか、どこに欠陥があったのかという

ことを教えていただきたい。どっちが答えていただいてもいいです。 

○桜井主査 最初に人事院の方。 

○人材局長 諸外国のご質問がございました。 

 ただ、諸外国の人事機関といいますのは、これはそれぞれの政治状況のもとで成り立っ

てきておりますし、一番大きなのは労働基本権の状況もございまして、これはなかなか日

本とどう比較するかというのは非常に難しい面があると思いますので、ちょっと人事院と

同じものがあるかと言われたら、なかなかそれは何とも言いがたいということかと思いま

す。 

○田中（一）顧問 ちょっと待ってください。それは非常に大事なことなんだけれども、

100％労働三権が与えられているという国はないんです、全部の公務員に。ないはずです。 

 そういう状況の中で、せっかくずっと人事院はいつもこのような主張をなさっておるん

だけれども、やはり、もしそうであれば、これはおたくのほうがこういうことであるなら

ば、当然先進諸外国も同様な代償措置というのが要るはずなんですね。中立・公正を保つ

べきだと思うんですね。外国では、そういうこと、中立・公正を仮に無視して公務を執行

しているというのであれば、それは何によってご主張なさっている中立・公正は担保され

ているのか。そういう疑問がありますので、それは十分勉強しておかれるべきだと私は思

うんで、今でなくてもよろしいですから、資料として提出していただきたいと思っていま

す。至急お願いしたいと思います。 

○桜井主査 それでは、業務効率のほうの、総務省の方ですね。ひとつお答えいただき

たいと思います。 

○人事・恩給局長 私のほうから、中途採用とか公募のお話だったと思います。 

○田中（一）顧問 中途採用じゃなくて中途試験。試験での採用。 

○人事・恩給局長 試験での採用と。そこは、例えば選考採用ということであれば、人

事院のほうで選考採用の基準というのを、後でお答え─弾力化して、かなりやりやすく
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やるとか、あと制度的な話としてはご存じかと思いますけれども、任期付採用という制度

を導入しまして、それで例えば金融庁などでは、たしか弁護士さんとか、公認会計士さん

とか、そういう民間の方をかなりたくさん任用されるようになってきていると。 

 それから、公募については、これはもともと制度の問題、運用でもともとできる話でご

ざいまして、そこはなかなか今まで、数は把握しておりませんが、必ずしも多くなかった

ということはご指摘のとおりかと思いますが、公募については、各省庁やろうというとこ

ろは出てきているというぐあいに承知をしております。 

○人材局長 ちょっと補足で、中途採用の試験でございますけれども、最近、中途採用

ということに対する関心も高まってきておりまして、私ども、経験者採用試験という、そ

ういう試験を設けております。まだできてから数年ですけれども、利用者が増えてきてお

ります。これは、各省が要するに大体５年ぐらい経った民間企業で経験したことのあるよ

うな人間をとってⅠ種並みの処遇をしたいといったような場合に人事院にご相談いただい

て、人事院の方で試験をお手伝いすると。最後の採用は各省さん、途中過程の試験をお手

伝いするということです。 

 あと、最近では、安倍総理のときに始まりました再チャレンジ試験という、30 代中途

採用試験、そういったものもやっておりますし、あとは、さっきご紹介がありました任期

付なりでかなりの人間が公務に途中で入ってきていらっしゃる。 

 あと、それ以外の中途採用も増えてきているということでございます。 

 以上でございます。 

○桜井主査 それでは、岩田さん、どうぞ。 

○岩田顧問 ２つあります。 

 人事院と総務省に１問ずつお尋ねしたいと思うんですが、内閣人事局のイメージは、民

間企業ですと、本社の人事部だと思うんですね。それで、民間企業の本社の人事部が持っ

ている機能で、内閣人事局が持つことがふさわしくない機能は何でしょうか。特に労働基

本権の制約の代償機能が人事院にあるということの観点から、通常、民間企業であれば、

本社の人事部にあるのに、基本権との関係で内閣人事局にはそういう機能を持たせるのが

ふさわしくないというのは、具体的にはどういうのがあるか。ちょっと整理をしていただ

きたいというのが人事院に対するお尋ねです。 

 総務省のほうは、私今日大変遅刻しましたので、もしそのご説明が既にあったというこ

とであれば結構なんですが、恩給関係は、３課があって定員 201 名という大変大きな組織

で、業務の内容も実務的なものが大変大きいんではないかというふうに思います。この恩

給関係は、仮に内閣人事局に持ってこないということになった場合に何か不都合があるか

どうかについて、もし既に説明があれば結構です。 

○人事・恩給局長 それは先ほどご説明しましたが、よろしいですか。 

○岩田顧問 すみません。では後で議事録を読みますから。 

○人事・恩給局長 原理的にはできるというぐあいにお答えをいたしました。 
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○給与局長 労働基本権との関係は、先ほどもちょっと申し上げましたが、労働基本権

制約の代償措置としての給与勧告制度というものが一般職の国家公務員の全体にかぶって

おりますので、労働基本権の問題の帰趨を見てから、今、先生が言われた本社人事部とし

て何ができるかということは判断すべきものだというふうに考えております。 

○岩田顧問 労働基本権の問題が、今の現状で変更がないという仮定のもとに、通常の

民間企業の人事部は持っているんだけれども、この内閣人事局には持たせることが適当で

はないという機能は、整理していただいたらどういうことになるんでしょうか。それは民

間で労使交渉の対象にならないようなこと、そういうことなんでしょうか。 

○給与局長 基本的にはおっしゃるとおりでございます。 

 ただ、公務員の場合には、メリットシステムのもとにある一般職の公務員ということで、

係員から次官まで、同じ制度のもとに今入っております。ですから、同じ制度のもとにい

て、全体が今、労働基本権制約の代償という中にカバーされていますから、これを例えば

次官は特別職だといって別体系にするというようなことになれば、切り離しという議論も

あると思いますけれども、同じ一般職の非現業の国家公務員でありながら、給与を所管す

るところが２つある、あるいは３つあるということは変だろうというふうに普通は考える

んじゃないかなと思います。 

○中野委員 この横長の資料３で、「機能の趣旨」と書いてあるところで、基本権制約

の代償措置と公務の公立・中立性とその他と書いてあるんですけれども、基本権代償措置

と書いてあるところにマークしてあるもの、これが基本的に内閣人事局なんかには移せな

いという理解でいいのかというのがまず１点。 

 それから、６ページに本省庁の課長等に任用する場合の選考の基準というのは、これは

代償措置になっているんですけれども、例えば今度、管理職員への柔軟な運用、柔軟な昇

進みたいなことが内閣人事局に書いてあるんですけれども、これはどう整理するんですか

ね。この６ページの課長等の任用する場合の選考基準というのは、やはり人事院で作られ

るんですか。 

 これはすみません、僕の記憶があやふやなんですけれども、昔は確か人事院に相談しな

きゃ課長に昇進できなかった、何か協議みたいなものが要ったはずなんですけれども、法

改正で人事規則を改正して、これを今は内部で選考できるようになっているはずで、その

意味じゃ各省のマネジメントが強化されているんで代償措置は落ちていると思うんです、

そういう意味じゃ。ここら辺どう解釈するのか教えてもらえますか。 

○人材局長 今の最後のご質問の方からですけれども、６ページの８－20 で、本省庁の

課長に任用する場合の選考の基準という、これのやはり一番のポイントは、中立・公正性

というこの部分であると思います。 

 ただ、代償機能の方にも色がついていますのは、先ほど、吉田局長からも話がありまし

たが、要するに、公務員というのは、実は労働基本権の制約というのは、制度的には上か

ら下まで同じにかかっておりまして、ですから、これも結局色を塗らんわけにもいかんだ
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ろうという、そういうことであって、これはつまり、そういう仕組みの中では代償機能の

発現というもあるということで、ただ、一番のポイントは、やはり中立・公正の部分とい

うことでございます。 

 それで、基本的に、規則 8－20 にかかわりなく、昇任の基準というのは、基本的には交

渉事項ということになりまして、これは労働組合法でもそういう扱いをされていますし、

国労法でもそうなっているということでございます。ですから、もともと物事の性質とし

て、昇任の基準というのは代償措置というふうにかかわってくるということでございます。 

 ただ、課長までそうかというようなご質問だったと思うんですけれども、ここはどちら

が大事かと言えば、やはり中立・公正が大事かと思います、ここについては。 

 あと、一方で、以前は協議していましたが、現在は基準化していまして、人事院が示し

た基準にのっとって各省で選んでいただくと。その基準に合わない場合についてはお持ち

いただくことがある、ただそれは極めて限定的なケースでございまして、各省の自由度は

高まっているということでございます。 

 以上でございます。 

○桜井主査 それでは、もう時間も少なくなりましたので、ちょっと私のほうから一言。 

 先ほど、金丸さんが冒頭に質問しましたけれども、やはり、中立・公正というものを担

保しながら評価基準を作り、そして、評価基準に対する方針を決め、そしてそれを作り、

各省に展開してもらうという形だと思うんですが、各省に展開するときに、その展開の仕

方がその省その省で違ってくるという点もあるだろうし、どうしても大臣の任免権という

部分で緩んでくる、あるいは少し方向が変わるということがあると。こういう点は現実そ

うだと思うんですが、結局、中立・公正というのをしっかりと守るということを私もかな

り強化しないとだめだと思うんですよね。 

 強化するためには、僕はこの一言の文章が気になるんですが、中立・公正を担保すると

いうことは、逆に言うと実現するということは、能力、実績あるいは能力、専門性、公平

性と専門性等で表現をして、この評価基準でしっかりと人事評価を行う、あるいは昇格を

行うと。あるいは実際任免活動というのを徹底させる。 

 そうすると、中立・公正というのは、能力をしっかりと見きわめ、そして実績を見ると

いうことになりますよね。これが大事だと。これで中立・公正というのは十分だとお思い

なんでしょうか。 

○給与局長 評価をきちんとするということが中立・公正であるということの透明性を

高めるというのは、人事管理の一般的なレベルではそのとおりだと思うんですが、公務員、

特に高級公務員についていうと、やはり政治との関係というのが非常に大きい問題として

意識しておくべきだと思うんですね。やはり与党や野党の政治家ともいろいろ付き合いを

すると。そういうところとの関係がどうなっているのか。 

 それは結局、そういうレベルになると、人事評価という透明性の高いもので必ずしも評

価されていると限らない。あるいはそういう形で公務に入ってくる方が本当に能力がある、
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本当にその人が最適なのか、あるいはそういう政治的な関係で入ってくる。これはアメリ

カにしても、どこにしてもそういうことはよくあることでございますので、そこの部分が

まさに政治との関係において一般職の公務員、職業公務員制度の中立性を守るということ

の最後の肝になるというふうに考えています。 

○桜井主査 我々の企業の場合は、常々の人事評価という、このレベルで、要するに、

能力、実績、そして倫理的なこと、コンプライアンスマターのことというのは評価項目に

きっちりと埋め込まれるんですよね。ですから、必ずしも実績というのを、利益を、売り

上げを上げたからというだけじゃなくて、やはり倫理項目、コンプライアンス項目、例え

ば公平・中立性といったら何を意味するかというと、私はすり寄りません、私はだまされ

ませんと、こういう項目がいかにあるかが大事だと思うんですよね。どうでしょうかね。

それじゃないと、あんなにおかしな人というのが実際に潜っているというのは不思議な状

況ですよね。 

○人材局長 今のご質問なんですが、やはり…… 

○桜井主査 通常の人事管理、人事評価でここをしっかりとチェックしていく、評価し

ていくという体制が物すごく、例えば試験がどうのこうのとか、あるいは給与水準がどう

のこうのと、そういう話じゃなくて、確実に日々の、この体制だと思うんですよ。それを

大臣が何と言おうが徹底させるという、こういうことを人事局という今度の一元体制では

しっかりとやろうじゃないかということを考えているんですかね。 

○人材局長 中立・公正の一番の基本はやはり成績主義ということで、成績にしたがっ

て処遇されていくということだと思います。そのための基準をやはり私ども中立機関が作

るのが適切であろうということで、従来もそうですし、これからもそう考えていくべきで

あると。その上に立って、人事局は適切な人をその中から選んでいただくと、そういうこ

とになるのではないかということでございます。 

 ですから、私どもの関与と人事局さんとは連携してやっていくのは十分可能であるし、

そうあるべきだというふうに私どもは考えているところです。ですから、人事局の方で、

例えば人事戦略を立てられて、こういう人が欲しいんだと言われれば、私どもはそういう

人がとれるような例えば採用試験を企画し、実施していくと、そういう役割分担もあるの

ではないかということで考えております。 

○桜井主査 堺屋さん。時間も切れましたので、最後。 

○堺屋顧問 公正・中立というのを専ら政治との関係だけでおっしゃっているように聞

こえるんですが、今、国民の一番批判があるのは省益なんですね。 

 それから、もう一つ、経歴の中の他の省庁なり、他の機関での勤務というのがあります

が、他の省庁、他の機関、国際機関での勤務の評価はどういうぐあいにしておられるか。

甚だ評価の悪いことが多いんですね、今、日本の。本省ばかり見ているという、そういう

ときに、例えば、一番極端なことを言いますと、田中知事のところの長野県に行っていた

人はどう評価するのか。これをちょっと教えてください、中立・公正から言うと。 
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○人材局長 中立・公正といいますか、これから、人事評価に基づいて人事管理をやっ

ていくわけですが、その際、２年間なら２年間出向しておって、地方自治体、あるいは国

際機関に行っておって、その間の国での評価がないという場合にどうするか。そのときは、

やはり出向先から成績を教えてもらって、それも参考にしながら次の人事を考えていくと

いう、そういう仕組みになるのであろうということで考えております。 

○堺屋顧問 現実にそれをどの程度外国から、これからですか。今はやってない。 

○人材局長 今は各省さんで適宜やっていらっしゃると思うんですが、これから人事評

価の導入と同時に、私どもの方でそういうことを指針として示してやっていただくという、

そういうことで今しっかりとした仕組みを作っているところでございます。 

○堺屋顧問 そうすると、現在のところ、ここにある利益集団に影響されず中立・公正

というのは、そういう省益の話なんていうのはもう考えてないと。今まで 50 年間考えて

いないと、これでいいですね。 

○人材局長 考えてない、いいですねと言われても困りますが、省益の問題というのは、

それぞれの各人、各省の心構えの問題が大きいんだろうと思うんですね。やはり国のため

に仕事をするんだという、そういう気持ちで仕事をしてもらうと。私どもは、そのために

各省合同の研修をやって、お互いにいろいろな考え方なり、いろいろな仕事をやっている

ということをお互いに意見交換して一体感を強めていく、あるいは合宿生活をともにして

一体感を強めていくと、そういった取り組みをして、できるだけ省益をなくそうじゃない

かと。 

 また、今も活発に省庁間交流も行われていますけれども、それもやはり省益打破に向け

ての取り組みだろうと思いますので、そういった取り組みはこれからも進めていかなけれ

ばいかんと思っております。 

○桜井主査 ありがとうございました。 

 もう時間で区切りがありませんので、このほかにもまだお聞きしたいこともあるし、あ

るいはまだご説明が足りなかったということも多分にあると思うんですね。ぜひ、もしよ

ろしければ、これは事務局を通して私たちのほかの質問等々、残っているものがあると思

うので、それはぜひ、何かファクスかメールかということでやりとりできればと。そんな

に長い時間とらせての話じゃないということで、今日お聞きするつもりが聞けなかったと

いう点、のみちょっとフォローしていただきたいなと。 

 それから、幹部の皆さんも、もし説明し切れなかったというものがございましたら、当

方の事務局のほうにお知らせいただければというふうに思います。 

 どうも本当に今日は長い間時間を延長しまして申しわけございませんでした。ありがと

うございました。 

 もうあとは、本当は次の話題もご出席いただいてと思ったんですが、幹部の皆さん、ど

うぞ、結構ですから。 

 我々のほうももう随分時間を超過しましたので、だけれども、非常に貴重な意見交換が
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できたというふうに思いますので。これからいろいろとポイントを絞ってピックアップし

て、それで、次の、新たな人事局としての機能、役割、具体的な業務ということをあした、

あさって、本当は今日半分ぐらい議論しようと思ったんですが、これは次回ということに

なります。 

 では、次回のときはすぐに議論が始められるように簡単に…… 

○岡本次長 主査、１点だけ確認をさせていただきたいと思います。 

 先ほど主査がご提案されました追加質問でございますが、できますればあしたの議論の

ほうに反映をさせていただければ我々ありがたいんですが、そうなりますと、先生方のほ

うに至急に質問をいただくというような形になってしまうんですが、いかがさせていただ

ければよろしゅうございましょうか。 

○桜井主査 それ言うの忘れたけれども…… 

○岡本次長 もし、今、先生方のほうで…… 

○桜井主査 至急回答して、先生方というのはあっちの先生方…… 

○岡本次長 いえ、顧問、委員の方々。できますれば、明日の…… 

○桜井主査 今日じゅうにでも今書いていただいて。 

○岡本次長 もし、今、頭の中におありになるのであれば、口頭でも結構でございます

ので、事務局のほうにお願いいたします。 

 それと、明日のことにも関係いたしますので、追加の資料のご説明だけをまず今日はさ

せていただきます。あと幾つか資料がございます。 

 まず資料５、あと残っておりますのは、今まで機能を中心に議論していただきましたが、

これは組織の議論もしなきゃいけないということで、論点を２つ残しております。内閣人

事局の機能、組織編成等というところと定数の設定及び改定、これにつきまして資料５で

まとめておりますので、大変恐縮ですが、お目通しいただければありがたいかなと。明日

ご稟議いたします。 

 それと、今までご議論していただきました論点につきまして、資料６という形で、現時

点の素案という形で論点整理をまとめさせていただきました。当然のことながら、今日の

議論は反映しておりませんので、一番最後のページにつきましてはこれからまた事務局の

ほうで整理をいたしますが、機能といいますか、前回までの議論については資料６のほう

で整理をさせていただいておりますので、これも大変恐縮ですが、お目通しいただければ

なというふうに思っております。 

 それから、堺屋先生のほうからワーキンググループへのご提言という形で資料をいただ

いておりますので、あわせて先生方、よろしくお願い申し上げたいと思います。 

○田中（一）顧問 事務局に注文。 

 さっき、人事院に要求したけれども、外国の中立・公正のための組織、人事院のような

組織はどういう機能でどのぐらいの規模でというのをちゃんと勉強しておられると思うん

ですよ、事務局は。それがあれば明日教えてください。 
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○岡本次長 承知いたしました。 

○田中（秀）委員 今の論点整理ですけれども、資料６という形、これが桜井主査が顧

問会議の本体に説明する資料となるということですか。 

○岡本次長 そういうことでございます。 

○桜井主査 雛型。中身についてまだ着地していないやつがありますから、そのままじ

ゃないんです。 

○田中（秀）委員 一言申し上げると、それぞれ皆さんがおっしゃられた意見には理由

があると思うのです。それがないと、我々はせっかく各分野の専門の方が集まられたわけ

で、どういう議論をやったかということを顧問会議あるいは大臣に伝えてほしいと思いま

す。 

○岡本次長 承知いたしました。田中先生の今おっしゃっていることに関しましては、

これは…… 

○田中（秀）委員 具体的にコメントしたいと思います。 

○岡本次長 これは本体と思っていただいて、その後ろに今までご提示申しましたこれ

までの議論の整理というところで、意見を先生方がまとめるところがございますね。あれ

は、これからのご相談ではございますが、後ろの資料という形で添付をしようというふう

に思っておるというのが事務局としての…… 

○田中（秀）委員 形式はこだわらないのですけれども、せっかくプロの皆さんが議論

したわけです。 

○桜井主査 議論のやつを資料として、参考資料というか、資料として添えて、理想的

には、そういう議論でなぜこの最終の提言には、報告にはこうなったかというここも添え

てやりたいと思っているんです。 

○田中（秀）委員 顧問会議に発表されるのは主査の仕事なので、私はそこにとやかく

言うつもりはありません。せっかく議論したので、その中身は反映させてほしいというこ

とです。 

 それともう一つ、今日の議論を踏まえてなんですが、人事院の説明で、代償措置は憲法

問題だということでした。我々として、憲法違反に該当するような中身の提案はさすがに

できないわけで、本当にそうならば、例えば内閣法制局に来ていただいて説明していただ

かないと、つまり、どこまでがセーフでどこまでがアウトなのかというのがちゃんと分か

らないと提案できないと思うんですね。 

○堺屋顧問 それも大事ですけれども、最初に主査がおっしゃったように、その都度理

念に戻るというところが一番大事なところで、だんだんと細かいことばかりになっており

ますので、ぜひ理念に戻って、どの議論がどの理念に合っているかという、この議論、私

ちょっと今日書いて出しましたので、これをぜひやらないとどんどんと細かいとこに入っ

て遠ざかっている感じがいたしますので、ぜひお願いしたいと思います。 

○桜井主査 分かりました。 
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 それでは、また明日に期待ということになっちゃいましたけれども、あした、あさって、

あと２日だけですから、そこでの重点的な大事な議論をしていくということになります。 

○岡本次長 主査、すみません。ちょっと補足申し上げて、ワーキンググループは予定

では明日のみで、あさっては顧問会議でございます。もちろん、これは全く事務的なこと

でございます。明日は３時間。 

○桜井主査 13 日ですね。最後は顧問会議ですな。 

 どうも、皆さん長い時間ありがとうございました。 

 

 


